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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（注）１．売上高及び連結売上高の金額は、消費税等を含んでいない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。 

  また、連結ベースの潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、親会社の潜在株式が 

ないため記載していない。 

３．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に中間（年間）の平均人員を外数で記載している。 

４．第３５期中の連結及び提出会社の中間純損失は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の 

  計上等による。 

２【事業の内容】 

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変更はな 

回  次   第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期 

会計期間 
  自平成15年2月21日 自平成16年2月21日 自平成17年2月21日 自平成15年2月21日 自平成16年2月21日 

  至平成15年8月20日 至平成16年8月20日 至平成17年8月20日 至平成16年2月20日 至平成17年2月20日 

（1）連結経営指標等             

売上高 （百万円） 499,562 504,098 502,607 1,010,809 1,028,793

経常利益 （百万円） 19,288 21,305 20,609 39,254 39,733

中間（当期）純損益 （百万円） 4,382 5,940 △22,327 9,827 10,878

純資産額 （百万円） 209,214 218,678 198,774 214,178 222,612

総資産額 （百万円） 905,533 960,147 974,173 922,261 982,309

1株当たり純資産額 （円） 1,106.50 1,156.86 1,051.94 1,132.01 1,177.15

1株当たり中間（当期） 
（円） 23.18 31.42 △118.15 51.13 56.84

純損益 

潜在株式調整後             

1株当たり （円） ― ― ― ― ― 

中間（当期）純利益             

自己資本比率 （％） 23.10 22.78 20.40 23.22 22.66

営業活動による 
（百万円） 39,602 39,121 36,503 59,263 77,493

キャッシュ・フロー 

投資活動による 
（百万円） △15,951 △32,031 △28,794 △45,132 △65,528

キャッシュ・フロー 

財務活動による 
（百万円） △4,932 11,815 2,343 △3,885 12,322

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物の 
（百万円） 93,769 104,531 120,732 85,232 110,603

中間期末（期末）残高 

従業員数 
（人） 

10,422 11,039 10,856 10,657 10,842

[外、平均臨時雇用者数] [27,528] [27,664] [30,061] [28,181] [29,778]

（2）提出会社の経営指標等       

売上高 （百万円） 342,949 331,329 328,958 691,055 684,688

経常利益 （百万円） 5,189 4,159 3,139 13,010 10,116

中間（当期）純損益 （百万円） 1,819 1,390 △16,432 5,438 3,841

資本金 （百万円） 10,129 10,129 10,129 10,129 10,129

発行済株式総数 （千株） 189,295 189,295 189,295 189,295 189,295

純資産額 （百万円） 139,891 142,962 127,010 142,968 144,275

総資産額 （百万円） 506,949 531,179 537,796 514,760 552,458

1株当たり純資産額 （円） 739.78 756.22 672.08 755.82 763.00

1株当たり中間（当期） 
（円） 9.62 7.35 △86.94 28.45 20.04

純損益 

潜在株式調整後             

1株当たり （円） ― ― ― ― ― 

中間（当期）純利益             

1株当たり中間 
（円） 9 9 9 18 18

（年間）配当金 

自己資本比率 （％） 27.59 26.91 23.62 27.77 26.12

従業員数 
（人） 

5,663 5,606 5,577 5,514 5,520

[外、平均臨時雇用者数] [19,145] [19,339] [19,859] [19,373] [19,753]



 い。 

また、主要な関係会社に異動はない。 

  

  

  

３【関係会社の状況】 

  当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

  

４【従業員の状況】 

（１）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してい 

     る。 

  

  

  

（２）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載している。 

  

  

  

（３）労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  

  （平成１７年８月２０日現在）   

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

総合小売業 ６，９６７ [２３，８４７]   

コンビニエンスストア １，９０４ [３３５]   

専門店 １，６９７ [５，５７０]   

その他 ２８８ [３０８]   

合計 １０，８５６ [３０，０６１]   

  （平成１７年８月２０日現在）   

従業員数（人） ５，５７７ [１９，８５９]   



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概況】 

（１）業績 

２【販売及び仕入の状況】 

当中間連結会計期間における販売及び仕入を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業業績の改善、設備投資の増加や雇用情勢の明るさ等、踊り場からの脱 

却の傾向が見られるものの、原油等の素材・原材料の高騰や年金保険料の負担増や増税などの先行き不安材料も依 

然として残る状況が続いている。 

小売業界においても、経済の回復に合わせ一部には明るい兆しが現れているものの、全般的には同業他社との競 

争が一段と激しくなり、厳しい状況であった。 

このような状況の中で、当グループは春先の天候不順や厳しい競合による売上の減少があったが、合併効果が現 

れてきたコンビニエンスストアやクレジットカード会社の健闘もあり、売上高は５,０２６億７百万円（前年同期 

比０.３減）となった。営業利益は２１５億８６百万円（前年同期比０.０％増）、経常利益は２０６億９百万円（ 

前年同期比３.３％減）となった。また、固定資産の減損会計の早期適用等により、中間純損失は２２３億２７百 

万円となった。 

種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

  

①総合小売業 

総合小売業については、ユニー㈱において前中間連結会計期末以降９店舗を開店し６店舗を閉店した。既設店 

売上高は、同業他社の出店攻勢や自店競合により４.６％減となった。また、㈱ユーストアは前中間期以降２店舗 

を開店し２店舗を閉店した結果、既設店売上高は５.９％減となった。この結果、営業収益は４,２２８億２百万円 

（前年同期比１.１％減）となり、営業利益においても、売上高の下落を荒利益率のアップで補いきれず４３億４ 

９百万円（前年同期比２.６％減）となった。 

  

②コンビニエンスストア 

コンビニエンスストアについては、同業他社との競合が激しく既設店売上高は２．４％減少したが、直営店の荒 

利率が０．２％改善した。前中間期以降の店舗数は、連結子会社のサンクス青森㈱、サンクス西埼玉㈱とエリアフ 

ランチャイズを除きサークルＫは変わらず、サンクスは１０店舗増加した。 

直営店舗の増加により、このセグメントの営業収益は９５４億６３百万円（前年同期比５．６％増）となり、営 

業利益は１４２億８３百万円（前年同期比３.５％増）となった。 

  

③専門店 

専門店については、天候不順と競合により㈱ラフォックスを除き減収となり、荒利率の改善はあったものの、㈱ 

さが美、㈱モリエ及び㈱ラフォックスについては営業損失を計上した。また、㈱鈴丹は増益、㈱パレモは減益とな 

った。この結果、営業収益は６２８億５９百万円（前年同期比２.９％減）となった。また、営業利益は６億９１ 

百万円（前年同期比４９.８％減）となった。 

  

④その他 

その他の事業については、㈱ＵＣＳの期末会員数が前中間期比約２６万人増加し約２２７万人となり営業基盤を 

拡大した。また、㈱ＵＣＳの合併効果もあり、このセグメントの営業収益は１５６億１０百万円（前年同期比１３. 

５％増）となり、営業利益は２２億５３百万円（前年同期比１７.６％増）となった。 

  

（注）１．上記の数値のうち、セグメント別の営業収益には、売上高及び営業収入を含み、また、セグメント間 

の取引を含んでいる。 

２．記載金額は、すべて消費税等を含まない金額としている。 

  

（２）キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の現金及び現金同等物の中間期末残高は、前年度末に比べて１０１億２９百万円増加し、 

１,２０７億３２百万円となった。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純損失が２４１億７７百万円となったが、減価償却費 

１４０億２９百万円、減損損失４１７億４４百万円、法人税等の支払額７４億４９百万円などにより、前中間期比 

２６億１８百万円減の３６５億３百万円の収入となった。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得支出２３０億７２百万円や差入保証金支出６１億１ 

０百万円などがあったが、有形固定資産の売却収入が３５億１０百万円あり、前中間期より支出が３２億３７百万 

円増加し、２８７億９４百万円の支出となった。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入が３１４億円、短期借入金は４４億９０百万円の 

純増となったが、コマーシャルペーパーが１４０億円の純減、長期借入金返済による支出が１９６億４２百万円と 

となり、前中間期より収入が９４億７２百万円減少し、２３億４３百万円の収入となった。 



  

（１）営業収益 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

２．営業収益は、売上高及び営業収入の合計額である。 

（２）仕入高 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

 

事業の種類別セグメント 品 目 

前中間連結会計期間
（自 平成16年2月21日 
  至 平成16年8月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年2月21日 

  至 平成17年8月20日） 

金額（百万円） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％） 

  衣料品 ８１，５７３ ９３．７ ８０，３６７ ９８．５

  住居関連品 ７５，２３５ ９７．５ ７３，５３６ ９７．７

  食料品 ２４７，８２５ ９８．７ ２４５，５００ ９９．１

総合小売業 その他 ５，４７５ ８９．３ ５，６０３ １０２．３

  売上高 ４１０，１０９ ９７．３ ４０５，００７ ９８．８

  営業収入 １７，３１４ ９８．０ １７，７９４ １０２．８

  計 ４２７，４２４ ９７．４ ４２２，８０２ ９８．９

  住居関連品 ８，３５７ １０５．１ １０，１９８ １２２．０

  食料品 １８，７９１ １００．９ ２１，８１４ １１６．１

コンビニエンスストア その他 ２，３６４ １０７．１ ２，７５０ １１６．３

  売上高 ２９，５１３ １０２．６ ３４，７６３ １１７．８

  営業収入 ６０，９０３ １０４．５ ６０，６９９ ９９．７

  計 ９０，４１７ １０３．９ ９５，４６３ １０５．６

  衣料品 ６１，４５０ １４２．６ ５９，３００ ９６．５

  その他 ２，８１５  ７７．０ ３，１０８ １１０．４

専門店 売上高 ６４，２６６ １３７．５ ６２，４０８ ９７．１

  営業収入 ４９５ １０１．０ ４５０ ９０．９

  計 ６４，７６１ １３７．１ ６２，８５９ ９７．１

その他 １３，７４８  ９０．２ １５，６１０ １１３．５

小 計 ５９６，３５０ １０１．３ ５９６，７３５ １００．１

消 去 △９，６８４ － △１０，１９２ － 

合 計 ５８６，６６６ １０１．３ ５８６，５４２ １００．０

事業の種類別セグメント 品 目 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年2月21日 

  至 平成16年8月20日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年2月21日 

  至 平成17年8月20日） 

金額（百万円） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％）

  衣料品 ５１，４３４ ９３．７ ５０，３１９ ９７．８

  住居関連品 ５６，６８２ ９９．２ ５３，４０２ ９４．２

総合小売業 食料品 ２００，５８５ ９９．０ １９７，６７８ ９８．６

  その他 ５，１７６ ９２．３ ５，１４８ ９９．５

  計 ３１３，８７８ ９８．０ ３０６，５４９ ９７．７

  住居関連品 ６，４９３ １０１．５ ７，３０８ １１２．６

コンビニエンスストア 食料品 １３，９３８ １０２．６ １７，２５４ １２３．８

  その他 １，９４５ １０８．８ ２，２７３ １１６．９

  計 ２２，３７７ １０２．８ ２６，８３６ １１９．９

  衣料品 ３１，２００ １５１．８ ２９，２４１ ９３．７

専門店 その他 １，２４９  ３６．９ １，７１３ １３７．１

  計 ３２，４４９ １３５．６ ３０，９５４ ９５．４

その他   ３６８ １７．１ ５６８ １５４．３

小 計 ３６９，０７４ １００．３ ３６４，９０９ ９８．９

消 去 △       ２６４ － △       ２７５ － 

合 計 ３６８，８１０ １００．３ ３６４，６３４ ９８．９



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更は 

ない。 

  

  

４【経営上の重要な契約等】 

㈱サークルＫサンクス（連結子会社）は、加盟店との間で加盟店契約を結んでいる。 

また、エリアフランチャイザーとの間でエリアフランチャイズ契約を結んでいる。 

なお、当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約は次のとおりである。 

  

  当社の連結子会社である株式会社さが美は、株式会社すずのきからの営業譲受けについて平成１７年１０月１３日 

の取締役会で決議し、同日、株式会社すずのきとの間で基本合意書を締結した。 

 なお、この営業譲受けの目的、内容については、「第５ 経理の状況 中間連結財務諸表等」の重要な後発事象に記 

載のとおりである。 

  

  

５【研究開発活動】 

当グループは小売業を主業務としており、特記すべき研究活動は行っていない。 



第３【設備の状況】 
  
１【主要な設備の状況】 
  
 当中間連結会計期間において、主要な設備の重要な新増設は以下のとおりである。 
  

（１）提出会社 

  

  

（２）国内子会社 

  

 

事業所名 

（所在地） 

事業の種類別 

セグメントの名称 
設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 

（人） 
建物及び 土地 

その他 合計 
構築物 （面積㎡） 

アピタ四日市店 

（三重県四日市市） 

総合小売業 

店舗 

731 － 332 1,063 
32

[108]

アピタ江南西店 

（愛知県江南市） 
4,956

3,041

(63,675)
238 8,236 

  46

[206]

アピタ高蔵寺店 

（愛知県春日井市） 
店舗 

建替 

1,015 － 2,082 3,097 
41

[199]

アピタ瀬戸店 

（愛知県瀬戸市） 
1,863 － 164 2,028 

37

[160]

アピタ豊田元町店 

（愛知県豊田市） 

店舗 

改修 
874 － 110 985 

33

[152]

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別 

セグメント 

の名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 

（人） 
建物及び 

構築物 

土地 

（面積㎡） 
その他 合計 

㈱ユーストア 
長久手店 

（愛知県愛知郡） 
総合小売業 店舗 1,012

52

(326)
235 1,301

14

[49]



  

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、機械及び装置、車両運搬具、器具及び備品及び差入保証金（１年内回収予 

定分を含む）である。なお、金額には消費税等を含まない。 

   ２．面積のうち、（  ）内の数字は所有部分である。 

３．従業員数の[  ]は、臨時従業員数を外書している。 

 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別 

セグメント 

の名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 

（人） 
建物及び 

構築物 

土地 

（面積㎡） 
その他 合計 

㈱サークルＫ 

サンクス 

本社ほか 

（愛知県稲沢市） 

コンビニエンス 

ストア 

事務所 22 － 78 101 － 

新設 

158店舗他 
店舗 2,478

85

(772)
4,107 6,671 － 



２【設備の新設、除却等の計画】 

  

  当中間連結会計期間において、前連結会計年度に計画した重要な設備の新設、除却等については、重要な変更は 

 ない。 

  また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新増設、除却等の計画は以下のとおりである。 

  

（１）設備の新増設 

  

（注）1.金額には消費税等を含まない。 

  

  

（２）設備の除却等 

  

（注）1.ユニー㈱アピタ総和店・多治見駅前店および㈱ユーストア岐南店については、当中間連結会計 

期間において減損処理を行っている。 

   2.ユニー㈱アピタ総和店については、平成１７年９月１１日付けで営業を終了している。 

  

会社名 

事業所名 
所在地 

事業の種類別 

セグメント 

の名称 

設備の 

内容 

投資予定金額 資金調達 

方法 

着手及び完成予定 

総額 既支払額 着手 完了 

            百万円   百万円   平成 年 月 平成 年 月 

ユニー㈱ 

アピタ会津若松店 
福島県会津若松市 総合小売業 店舗 3,080 334

自己資金 

及び借入金 
１７．５ １８．３ 

㈱ユーストア 

大覚寺店 
静岡県焼津市 総合小売業 店舗 1,240 61 自己資金 １７．１０ １８．３ 

㈱サークルＫサンクス
 

中村岩上町店他 
名古屋市中村区他 

コンビニエンス 

ストア 
店舗 8,316 1,411 自己資金 － － 

㈱サークルＫサンクス
 愛知県稲沢市他 

コンビニエンス 

ストア 
システム 914 － 自己資金 － － 

会社名 

事業所名 
所在地 

事業の種類別 

セグメント 

の名称 

内容 設備の内容 
中間期末 

帳簿価額 
閉鎖予定 

                 百万円 平成  年 月 

ユニー㈱ 

アピタ総和店 
茨城県猿島郡 総合小売業 除却 建物他 0 １７．９ 

ユニー㈱ 

多治見駅前店 
岐阜県多治見市 総合小売業 除却 建物他 3 １８．２ 

㈱ユーストア 

岐南店 
岐阜県羽島郡 総合小売業 除却 建物他 9 １８．１ 



  
  
  
第４【提出会社の状況】 
  
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 
①【株式の総数】 

（注）１．「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めている。 
  
②【発行済株式】 

  
（２）【新株予約権等の状況】 
   該当事項なし。 
  
（３）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  
  
  
（４）【大株主の状況】                            （平成１７年８月２０日現在） 

  
（注）１．信託銀行の所有株式数には、証券投資信託財産等の信託財産を以下のとおり含んでいる。 

  
  
  
  

 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 
普通株式 ６００，０００，０００ 

計 ６００，０００，０００ 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 提出日現在発行数（株） 上場証券取引所名又 

内容 
（平成17年8月20日現在） （平成17年11月8日現在） は登録証券業協会名 

普通株式 １８９，２９５，４８３ 同 左 

東京証券取引所 

― 
市場第一部 

名古屋証券取引所 
市場第一部 

計 １８９，２９５，４８３ 同 左 ― ― 

  発行済株式 発行済株式 資本金 資本金 資本準備金 資本準備金 
年月日 総数増減数 総数残高 増減額 残高 増減額 残高 

  （千株） （千株） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

平成17年2月21日～ 
― 189,295 ― 10,129 ― 49,485 

平成17年8月20日 

    
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数

氏名又は名称 住 所 に対する所有株

    式数の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目１１番３号 19,215   10.2   
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番１１号 15,272   8.1   

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1丁目６番６号 8,508   4.5   

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿1丁目２８番１号 6,001   3.2   
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番１１号 5,340   2.8   

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目１３番１号 5,000   2.6   

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦３丁目２１番２４号 5,000   2.6   

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 4,108   2.2   

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目２番１号 3,818   2.0   
ユニー持株会 愛知県稲沢市天池五反田町１番地 3,078   1.6   

計 ― 75,342   39.8   

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 19,215千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 15,272千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 5,340千株 

    

    
    

    



   ２．株式会社ユーエフジェイ銀行から平成１７年５月１３日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）に 
     より、平成１７年４月３０日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けたが、当社として当中 
     間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めていない。 
     なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりである。 

   ３．モルガン信託銀行株式会社から平成１７年７月１５日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）によ 
     り、平成１７年６月３０日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けたが、当社として当中間 
     会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めていない。 
     なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりである。 

   
   ４．日本生命保険相互会社から平成１７年８月１５日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、 
     平成１７年７月３１日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けたが、当社として当中間会計 
     期間末現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めていない。 
     なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりである。 

  
   ５．バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社から平成１７年１０月１４日付で提出され 
     た大量保有報告書（変更報告書）により、平成１７年９月３０日現在で以下の株式を共同保有している旨 
     の報告を受けたが、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないので、上 
     記大株主の状況には含めていない。 
     なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりである。 

  
  
 

氏名又は名称 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（％） 

株式会社ユーエフジェイ銀行 5,000                   2.64

ユーエフジェイ信託銀行株式会社 993 0.52

ユーエフジェイパートナーズ投信株式会社 509 0.27

ユーエフジェイアセットマネジメント株式会社 1,888 1.00

ユーエフジェイつばさ証券株式会社 57 0.03

氏名又は名称 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（％） 

モルガン信託銀行株式会社 5,541                   2.93

ジェー・ピー・モルガン・インベストメント・マネージメン
ト・インク 

4,588 2.42

ジェー・ピー・モルガン・ホワイトフライヤーズ・インク 31 0.02

ジェー・ピー・モルガン・アセット・マネジメント（ユーケ
ー）リミテッド 

0 0.00

氏名又は名称 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（％） 

日本生命保険相互会社 9,070                   4.79

ニッセイアセットマネジメント株式会社 151 0.08

氏名又は名称 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（％） 

バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行 
株式会社 

916                   0.48

バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社 5,695 3.01

バークレイズ・グローバル・インベスターズ、エヌ・エイ 5,038 2.66

バークレイズ・グローバル・ファンド・アドバイザーズ 1,836 0.97

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・オーストラリ
ア・リミテッド 

249 0.13

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・リミテッド 2,230 1.18

バークレイズ・ライフ・アシュアランス・カンパニー・リミ
テッド 

36 0.02

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・カナダ・リミ
テッド 

8 0.00



  
（５）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれている。また、「議
決権の数」の欄には、当該株式に係る議決権の数1個は含まれていない。 

２．「単元未満株式数」の「株式数」の欄には、ユニー株式会社が所有する自己株式671株が含まれている。 
  
②【自己株式等】 

  
  
２【株価の推移】 
【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 
  
  
３【役員の状況】 
  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

    （平成１７年８月２０日現在）

区分 株式数（株） 
議決権の数
（個） 

内容 

無議決権株式 ― ―   ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ―   ― 

議決権制限株式（その他） ― ―   ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）     

― 
  

― 
普通株式 313,000    

完全議決権株式（その他） 普通株式 187,676,000  187,675   ― 
単元未満株式 普通株式 1,306,483  ―   １単元（1,000株）未満の株式 
発行済株式総数   189,295,483  ―   ― 
総株主の議決権 ― 187,675   ― 

      （平成１７年８月２０日現在） 

所有者の氏名 
又は名称 

  
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数 
 の合計（株） 

発行済株式総数 

所有者の住所 に対する所有株 

  式数の割合（％）

（自己保有株式） 愛知県稲沢市         
ユニー株式会社 天池五反田町 313,000 ― 313,000 0.17 

  １番地         
計 ― 313,000 ― 313,000 0.17 

月 別 平成17年3月 平成17年4月 平成17年5月 平成17年6月 平成17年7月 平成17年8月 

最 高（円） 1,290   1,358   1,258  1,257  1,298   1,288  

最 低（円） 1,193   1,190   1,187  1,160  1,211   1,171  



第５【経理の状況】 
  
１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 
当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成１１年大蔵 
省令第２４号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 
 なお、前中間連結会計期間（自平成１６年２月２１日 至平成１６年８月２０日）は、改正前の中間連結 
財務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（自平成１７年２月２１日 至平成１７年８月２０日）は、改 
正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

   
   

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和５２年大蔵省令第 
３８号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 
 なお、前中間会計期間（自平成１６年２月２１日 至平成１６年８月２０日）は、改正前の中間財務諸表 
等規則に基づき、当中間会計期間（自平成１７年２月２１日 至平成１７年８月２０日）は、改正後の中間 
財務諸表等規則に基づいて作成している。 

   
  

２．監査証明について 
当社は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成１６年２月２１日 至平 
成１６年８月２０日）及び当中間連結会計期間（自平成１７年２月２１日 至平成１７年８月２０日）の中 
間連結財務諸表並びに前中間会計期間（自平成１６年２月２１日 至平成１６年８月２０日）及び当中間会 
計期間（自平成１７年２月２１日 至平成１７年８月２０日）の中間財務諸表について、中央青山監査法人 
により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

（１）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

 

    
前中間連結会計期間末
（平成１６年８月２０日） 

当中間連結会計期間末
（平成１７年８月２０日） 

前連結会計年度末の要約

    連結貸借対照表

    （平成１７年２月２０日）

区 分 
注記 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
番号 （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）

（資産の部）               
Ⅰ流動資産               
1 現金及び預金 ※1 91,088   98,719   99,346   
2 受取手形及び売掛金   31,423   35,605  36,743   
3 有価証券   15,301   23,503   12,801   
4 たな卸資産   61,611   62,625   64,871   
5 繰延税金資産   4,445   7,073   4,740   
6 その他   68,155   75,041   66,915   
7 貸倒引当金   △1,868   △2,280   △2,239   
流動資産合計   270,156 28.1 300,288 30.8 283,178 28.8

                
Ⅱ固定資産               
（1）有形固定資産 ※2             
1 建物及び構築物 ※1 206,838   197,060   211,640  
2 器具及び備品   14,726   14,064   14,964  
3 土地 ※1 166,971   163,738   173,377  
4 建設仮勘定   7,861   9,482   7,619  
5 その他   8,175   5,159   8,530  

有形固定資産合計   404,573   389,506   416,131  
（2）無形固定資産            
1 借地権   10,480   8,691   10,710  
2 連結調整勘定   22,554   20,870   21,712  
3 その他   13,472   11,177   12,217  

無形固定資産合計   46,507   40,738   44,640  

（3）投資その他の資産            
1 投資有価証券   25,090   29,840   26,619  
2 長期貸付金   3,487   3,468   3,679  
3 繰延税金資産   27,817   33,138   26,639  
4 再評価に係る 
繰延税金資産 

  
1,254

  
－
  

1,254 
 

       
5 長期差入保証金 ※1 166,758   159,350   163,730  
6 その他   18,888   22,153   20,786  
7 貸倒引当金   △4,388   △4,312   △4,351  

投資その他の資産合計   238,909   243,639   238,357  

固定資産合計   689,990 71.9 673,884 69.2 699,130 71.2
資産合計   960,147 100.0 974,173 100.0 982,309 100.0

      



  

    
前中間連結会計期間末

（平成１６年８月２０日） 
当中間連結会計期間末

（平成１７年８月２０日） 

前連結会計年度末の要約

    連結貸借対照表

    （平成１７年２月２０日）

区 分 
注記 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
番号 （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）

（負債の部）              
Ⅰ流動負債              
1 支払手形及び買掛金 ※4 121,081 134,246 135,364 
2 短期借入金 ※1 16,485  18,236  13,745  
3 1年内償還予定社債   10,000  15,000  5,000  
4 1年内返済予定長期借入金 ※1 20,761  20,262  38,562  
5 コマーシャルペーパー   49,000  41,000  55,000  
6 未払金   29,834  35,391  29,691  
7 未払法人税等   7,085  8,552  7,553  
8 賞与引当金   4,289  4,260  4,246  
9 販売促進引当金   731  646  254  
10 店舗等退店損失引当金   209  ―  ―  
11 その他   58,590  62,414  56,393  
流動負債合計   318,068 33.1 340,009 34.9 345,811 35.2

           
Ⅱ固定負債          
1 社債   35,000  20,000  30,000  
2 長期借入金 ※1 140,170  162,080  132,022  
3 繰延税金負債   55  0  52  

4 
再評価に係る 

繰延税金負債 

  
―

 
85

 
― 

 

5 退職給付引当金   65,693  67,656  66,780  
6 役員退職慰労引当金   819  4  896  
7 預り保証金   64,287  64,837  64,404  
8 その他   1,346  3,317  1,536  
固定負債合計   307,373 32.0 317,982 32.6 295,693 30.1
負債合計   625,442 65.1 657,991 67.5 641,505 65.3

           
（少数株主持分）          
Ⅰ少数株主持分   116,026  117,406  118,191  

少数株主持分合計   116,026 12.1 117,406 12.1 118,191 12.0
           
（資本の部）          
Ⅰ資本金   10,129 1.0 10,129 1.0 10,129 1.0
Ⅱ資本剰余金   49,485 5.2 49,486 5.1 49,486 5.0
Ⅲ利益剰余金   156,309 16.3 135,151 13.9 159,704 16.3
Ⅳ土地再評価差額金   △987 △0.1 △1,342 △0.1 △1,010 △0.1
Ⅴその他有価証券評価差額金   4,541 0.5 6,229 0.6 5,210 0.5
Ⅵ為替換算調整勘定   △495 △0.1 △493 △0.1 △567 △0.0
Ⅶ自己株式   △304 △0.0 △385 △0.0 △340 △0.0

資本合計   218,678 22.8 198,774 20.4 222,612 22.7
負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  960,147 100.0 974,173 100.0 982,309 100.0

      



②【中間連結損益計算書】 

 

    
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

前連結会計年度の要約 

    連結損益計算書 

    （自平成16年2月21日 （自平成17年2月21日 （自平成16年2月21日 

      至平成16年8月20日）     至平成17年8月20日）   至平成17年2月20日） 

区 分 
注記 金 額 

（百万円） 

百分比 金 額 

（百万円） 

百分比 金 額 

（百万円） 

百分比 

番号 （％） （％） （％） 

Ⅰ売上高    504,098 100.0  502,607 100.0   1,028,793 100.0

Ⅱ売上原価    367,957 73.0  364,570 72.5   751,387 73.0

売上総利益    136,141 27.0  138,037 27.5   277,406 27.0

Ⅲ営業収入               

1 不動産賃貸収入   18,027    18,360   36,420    

2 手数料収入   64,539 82,567 16.4 65,574 83,935 16.7 126,084 162,504 15.8

営業総利益    218,709 43.4  221,972 44.2   439,911 42.8

Ⅳ販売費及び 
一般管理費               

1 貸倒引当金繰入額   330    213   643    

2 従業員給料手当   54,015    55,048   108,568    

3 賞与引当金繰入額   4,289    4,260   4,246    
4 退職給付引当金 
繰入額   4,359    4,280   8,699    

5 役員退職慰労 
引当金繰入額   

88    1   162    

6 賃借料   41,879    43,468   87,355    

7 減価償却費   14,790    14,029   30,713    

8 その他   77,375 197,128 39.1 79,084 200,386 39.9 157,726 398,115 38.7

営業利益    21,580 4.3  21,586 4.3   41,795 4.1

Ⅴ営業外収益               

1 受取利息   323    336   631    

2 受取配当金   157    182   205    
3 持分法による 
投資利益   613    186   725    

4 受取営業補償金   ―    306   ―    

5 その他   1,188 2,283 0.4 784 1,797 0.4 2,013 3,575 0.3

Ⅵ営業外費用               

1 支払利息   1,620    1,614   3,284    

2 解約損害金   567    786   1,396    

3 その他   370 2,558 0.5 373 2,774 0.6 956 5,637 0.5

経常利益    21,305 4.2  20,609 4.1   39,733 3.9

Ⅶ特別利益               

1 固定資産売却益 ※1 83    401   100    
2 投資有価証券 
売却益   412    3   414    

3 前期損益修正益   ―    ―   173    

4 貸倒引当金戻入額   80    58   ―    

5 持分変動益   615    1,441   515    

6 その他   12 1,204 0.3 238 2,143 0.4 167 1,371 0.1

Ⅷ特別損失               

1 固定資産処分損 ※2 1,906    1,741   4,815    

2 店舗閉鎖損   201    26   236    
3 投資有価証券 
評価損   251    69   309    

4 関係会社投融資 
損失 

  274    26   ―    

5 商品評価方法 
変更差額 

  ―    2,370   ―    

6 減損損失 ※3 ―    41,744   ―    

7 その他   401 3,034 0.6 951 46,930 9.3 890 6,252 0.6

税金等調整前 
中間（当期）純利益    19,476 3.9  ― ―   34,853 3.4

           



  

  
 

      
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

前連結会計年度の要約 

      連結損益計算書 

      （自平成16年2月21日 （自平成17年2月21日 （自平成16年2月21日 

        至平成16年8月20日）     至平成17年8月20日）   至平成17年2月20日） 

区 分 
注記 金 額 

（百万円） 

百分比 金 額 

（百万円） 

百分比 金 額 

（百万円） 

百分比 

番号 （％） （％） （％） 

税金等調整前 
中間純損失    ― ―  △24,177 △4.8   ― ―

法人税、住民税及び 
事業税   7,134    7,903   13,988    

法人税等調整額   1,532 8,666 1.7 △9,589 △1,686 △0.4 2,136 16,125 1.6

少数株主帰属利益    4,868 1.0  ― ―   7,849 0.7

少数株主帰属損失    ― ―  163 0.0   ― ―

中間（当期）純利益    5,940 1.2  ― ―   10,878 1.1

中間純損失    ― ―  △22,327 △4.4   ― ―
         



③【中間連結剰余金計算書】 

  

      
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

前連結会計年度の連結 

      剰余金計算書 

      （自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

        至 平成16年8月20日）   至 平成17年8月20日）   至 平成17年2月20日） 

区 分 
注記 金額 金額 金額 

番号 （百万円） （百万円） （百万円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ資本剰余金期首残高     49,485  49,486   49,485

Ⅱ資本剰余金増加高           

 自己株式処分差益   ― ― 0 0 0 0

Ⅲ資本剰余金中間期末 

 （期末）残高 

    
49,485

 
49,486

  
49,486

       

            

（利益剰余金の部）           

Ⅰ利益剰余金期首残高     152,260  159,704   152,260

            

Ⅱ利益剰余金増加高           

1 中間（当期）純利益   5,940  ―  10,878  

 2 連結子会社合併に伴う   
― 

 
―

 
158 

 

  剰余金増加高   5,940 ― 11,036

             

Ⅲ利益剰余金減少高           

1 配当金   1,701  1,701  3,403  

2 役員賞与   160  134  160  

3 中間純損失   ―  22,327  ―  
4 土地再評価差額金取崩に 
伴う剰余金減少高 

  29 1,891 390 24,553 28 3,592

        
Ⅳ利益剰余金中間期末 

 （期末）残高 
    156,309  135,151   159,704

         



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

        前連結会計年度の要約

    前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 連結キャッシュ・

        フロー計算書 

    （自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日

    至 平成16年8月20日） 至 平成17年8月20日） 至 平成17年2月20日）

区 分 
注記 金額 金額 金額 
番号 （百万円） （百万円） （百万円） 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー               
1 税金等調整前中間（当期）純利益   １９，４７６   ―   ３４，８５３   
2 税金等調整前中間純損失   ―   △２４，１７７   ―   
3 減価償却費   １４，７９０   １４，０２９   ３０，７１３   
4 連結調整勘定償却額   ９０４   ９３９   １，８０８   
5 減損損失   ―   ４１，７４４   ―   
6 貸倒引当金の増減額   △７０   １７４   ２８８   
7 退職給付引当金の増減額   １，２３１   ８７６   ２，０６１   
8 受取利息及び受取配当金   △４８１   △５１９   △８３６   
9 支払利息   １，６２０   １，６１４   ３，２８４   
10 持分法投資損益   △６１３   △１８６   △７２５   
11 固定資産処分損   １，９０６   １，７４１   ４，８１５   
12 売上債権の増減額   △１，７５５   １，０９１   △６，９９５   
13 たな卸資産の増減額   ６１２   ２，２４５   △２，６４０   
14 仕入債務の増減額   ２，５３９   △１，１１８   １６，７４０   
15 未払金の増減額   １，０４６   ４，７２３   △１，０５７   
16 役員賞与の支払額   △２３５   △１８７   △２３５   
17 その他   ５，７２５   ２，０７６   １０，８４１   

小   計   ４６，６９７   ４５，０６７   ９２，９１６   
18 利息及び配当金の受取額   １，９７１   ４７２   ２，２７５   
19 利息の支払額   △１，６４２   △１，５８８   △３，３１９   
20 法人税等の支払額   △７，９０４   △７，４４９   △１４，３７８   

営業活動によるキャッシュ・フロー   ３９，１２１   ３６，５０３   ７７，４９３   
Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー               
1 有形固定資産の取得による支出   △２２，６９５   △２３，０７２   △４８，５４７   
2 有形固定資産の売却による収入   １，２７９   ３，５１０   １，５０３   
3 差入保証金支出   △６，２７０   △６，１１０   △１４，０６７   
4 差入保証金回収収入   ３，６６８   ３，４８１   ７，３４１   
5 営業譲受けによる支出   △６４１   ―   △６４１   
6 定期預金の預入による支出   △３６７   △９１６   △５０７   
7 定期預金の払戻による収入   ５３   ６７１   １０７   
8 その他   △７，０６０   △６，３５９   △１０，７１６   

投資活動によるキャッシュ・フロー   △３２，０３１   △２８，７９４   △６５，５２８   
Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー             
1 短期借入金の純増減額   △７，６９９   ４，４９０   △１０，６５９   
2 コマーシャルペーパー純増減額   ４，０００   △１４，０００   １０，０００   
3 長期借入れによる収入   ２７，１９３   ３１，４００   ３８，１９３   
4 長期借入金の返済による支出   △４，３５１   △１９，６４２   △５，４７９   
5 社債の償還による支出   △５，０００   ―   △１５，０００   
6 連結子会社の株式の発行による収入   １，１８１   ２，６２３   １，１８１   
7 預り保証金の純増減額   △６８８   ４８８   △４７５   
8 配当金の支払額   △１，７０１   △１，７０１   △３，４０３   
9 少数株主への配当金の支払額   △９７５   △１，１９３   △１，９０５   
10 その他   △１４１   △１２１   △１２９   

財務活動によるキャッシュ・フロー   １１，８１５   ２，３４３   １２，３２２   
    



次へ 

        前連結会計年度の要約

    前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 連結キャッシュ・

        フロー計算書 

    （自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日

    至 平成16年8月20日） 至 平成17年8月20日） 至 平成17年2月20日）

区 分 
注記 金額 金額 金額 
番号 （百万円） （百万円） （百万円） 

Ⅳ現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

  ３   ７７   △７０   

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額   １８，９０９   １０，１２９   ２４，２１６   
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高   ８５，２３２   １１０，６０３   ８５，２３２   
Ⅶ新規連結子会社の現金及び現金 
同等物の期首残高 

  ３８９   －   ３８９   

Ⅷ連結子会社合併による 
現金及び現金同等物の受入高 

  －   －   ７６４   

Ⅸ現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

  １０４，５３１   １２０，７３２   １１０，６０３   

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

次へ 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
  （自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

    至 平成16年8月20日）   至 平成17年8月20日）   至 平成17年2月20日） 
1.連結の範囲に 子会社のうち連結の範囲に 子会社のうち連結の範囲に 子会社のうち連結の範囲に 
関する事項 含めたのは、次の26社である。 含めたのは、次の23社である。 含めたのは、次の23社である。 

  株式会社 さが美 株式会社 さが美 株式会社 さが美 

  株式会社 ユーストア 株式会社 ユーストア 株式会社 ユーストア 

  株式会社 ユーライフ 株式会社 ユーライフ 株式会社 ユーライフ 

  株式会社 ハーツ 株式会社 サークルＫサンクス 株式会社 サークルＫサンクス 

  株式会社 シーアンドエス サンクス青森 株式会社 サンクス青森 株式会社 

  サークルケイ・ジャパン株式会社 サンクス西埼玉 株式会社 サンクス西埼玉 株式会社 

  株式会社 サンクスアンドアソシエイツ 株式会社 モリエ 株式会社 モリエ 

  サンクス青森株式会社 株式会社 パレモ 株式会社 パレモ 

  サンクス西埼玉株式会社 株式会社 鈴丹 株式会社 鈴丹 

  株式会社 モリエ UNY（HK）CO.,LIMITED UNY（HK）CO.,LIMITED 

  株式会社 パレモ 株式会社 ラフォックス 株式会社 ラフォックス 

  株式会社 鈴丹 株式会社 ＵＣＳ 株式会社 ＵＣＳ 

  UNY（HK）CO.,LIMITED 株式会社 サン総合メンテナンス 株式会社 サン総合メンテナンス 

  株式会社 ラフォックス 東名クラウン開発株式会社 東名クラウン開発株式会社 

  株式会社 ユニーカードサービス 青木ヶ原高原開発株式会社 青木ヶ原高原開発株式会社 

  株式会社 サン総合メンテナンス 株式会社 永谷美笠和装服飾 株式会社 永谷美笠和装服飾 
  東名クラウン開発株式会社 総合研究所 総合研究所 

  青木ヶ原高原開発株式会社 株式会社 九州さが美 株式会社 九州さが美 

  株式会社 永谷美笠和装服飾 株式会社 東京和裁 株式会社 東京和裁 

  総合研究所 株式会社 匠美 株式会社 匠美 

  株式会社 九州さが美 株式会社 エス・ジー・リテイリング 株式会社 エス・ジー・リテイリング

  株式会社 東京和裁 株式会社 東京ますいわ屋 株式会社 東京ますいわ屋 

  株式会社 匠美 鈴丹時装有限公司 鈴丹時装有限公司 

  株式会社 エス・ジー・リテイリング 鈴丹ビックス株式会社 鈴丹ビックス株式会社 

  株式会社 東京ますいわ屋     

  鈴丹時装有限公司     

  鈴丹ビックス株式会社     

        
        
  サンクス青森株式会社、サン   サンクス青森株式会社、サン 

  クス西埼玉株式会社は、重要性   クス西埼玉株式会社は、重要性 

  が増したことにより、当中間連   が増したことにより、当連結会 

  結会計期間より連結の範囲に含   計年度より連結の範囲に含め 

  めた。また、シーケー東北株式   た。また、シーケー東北株式会 

  会社は、サークルケイジャパン   社は、サークルケイ・ジャパン 

  株式会社に吸収合併されたため   株式会社に吸収合併されたた 

  当中間連結会計期間より連結の   め、株式会社ハーツは清算した 

  範囲から除外した。   ため当連結会計年度より連結の 

      範囲から除外した。 
  

       なお、株式会社サークルＫサ 

      ンクスは、サークルケイ・ジャ 

      パン株式会社を存続会社とし、 

      株式会社シーアンドエス及び株 

      式会社サンクスアンドアソシエ 

      イツを吸収合併したことにより 

      、株式会社ＵＣＳは、株式会社 

      ユニーカードサービスが社名を 

      変更したものである。 

        
        
  連結の範囲から除外した子 連結の範囲から除外した子 連結の範囲から除外した子 

  会社は、株式会社ユニーサービ 会社は、株式会社東京インセン 会社は、株式会社東京インセン 

  スほか１４社であるが、これら スほか１４社であるが、これら スほか１３社であるが、これら 

  の非連結子会社はいずれも小 の非連結子会社はいずれも小 の非連結子会社はいずれも小 

  規模であり、総資産、売上高、 規模であり、総資産、売上高、 規模であり、総資産、売上高、 

  持分に見合う中間純利益及び 持分に見合う中間純損益及び 持分に見合う当期純利益及び 

        
        



次へ 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

  （自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

    至 平成16年8月20日）   至 平成17年8月20日）   至 平成17年2月20日） 

  持分に見合う利益剰余金の合 持分に見合う利益剰余金の合 持分に見合う利益剰余金の合計 
  計額は、いずれも中間連結財務 計額は、いずれも中間連結財務 額は、いずれも連結財務諸表に 

  諸表に重要な影響を及ぼして 諸表に重要な影響を及ぼして 重要な影響を及ぼしていない。 

  いない。 いない。   

        
2.持分法の適用 非連結子会社１５社及び関 非連結子会社１５社及び関 非連結子会社１４社及び関 
に関する事項 連会社２０社のうち非連結子 連会社１８社のうち関連会社 連会社１９社のうち関連会社で 

  会社である株式会社ユニーサ であるカネ美食品株式会社に あるカネ美食品株式会社につい 

  ービス並びに関連会社である 対する投資について、持分法 て、持分法を適用している。 
  カネ美食品株式会社に対する を適用している。 なお、非連結子会社であった 
  投資について、持分法を適用し   株式会社ユニーサービスは、連 
  ている。   結子会社であった旧株式会社ユ 
  なお、株式会社センダントジャ   ニーカードサービスに吸収合併 

  パンは、解散予定のため、当中間   されたことにより、株式会社センダ 

  連結会計期間において解散に伴う   ントジャパンは解散したため、当連 

  見込み損失を計上するととも   結会計期間より持分法の適用範 

  に、持分法の適用範囲から除外   囲から除外した。 

  した。     

        

  持分法を適用していない会社は 持分法を適用していない会社は 持分法を適用していない会社は 

  非連結子会社株式会社東京イ 非連結子会社株式会社東京イ 非連結子会社株式会社東京イ 

  ンセンスほか１３社及び関連 ンセンスほか１４社及び関連 ンセンスほか１３社及び関連 

  会社１９社であり、これら３３ 会社１７社であり、これら３２ 会社１８社であり、これら３２ 

  社の持分に見合う中間純利益 社の持分に見合う中間純利益 社の持分に見合う当期純損益及 

  及び持分に見合う利益剰余金 及び持分に見合う利益剰余金 び持分に見合う利益剰余金の 

  の合計は少額であり、中間連結 の合計は少額であり、中間連結 合計は少額であり、連結財務諸 

  財務諸表に重要な影響を及ぼ 財務諸表に重要な影響を及ぼ 表に重要な影響を及ぼしていな 

  していない。 していない。 い。 

        

3.連結子会社の 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ 

（中間）決算日 ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ 

等に関する事 の中間決算日は５月３１日、鈴 の中間決算日は５月３１日、鈴 の決算日は１１月３０日、鈴丹 

項 丹時装有限公司の中間決算日 丹時装有限公司の中間決算日 時装有限公司の決算日は１２月 

  は６月３０日、株式会社シーア は６月３０日、株式会社サーク ３１日、株式会社サークルＫサ 

  ンドエス、サークルケイ・ジャ ルＫサンクス、サンクス青森 ンクス、サンクス青森株式会社、

  パン株式会社、株式会社サンク 株式会社、サンクス西埼玉株式 サンクス西埼玉株式会社、株式 

  スアンドアソシエイツ、サンク 会社、株式会社ＵＣＳ及び青木 会社ＵＣＳ及び青木ヶ原高原開 

  ス青森株式会社、サンクス西埼 ヶ原高原開発株式会社の中間 発株式会社の決算日は２月末日 

  玉株式会社、株式会社鈴丹、株 決算日は８月３１日であり、中 であり、連結財務諸表の作成に 

  式会社ユニーカードサービス、 間連結財務諸表の作成に当た に当たっては、各連結子会社の 

  青木ヶ原高原開発株式会社、及 っては、各連結子会社の中間決 決算日の決算財務諸表を使用し 

  び鈴丹ビックス株式会社の中 算日の中間財務諸表を使用し ている。 

  間決算日は８月３１日であり、 ている。  ７社については、連結決算日 

  中間連結財務諸表の作成に当 ７社については、中間連結決 との間に生じた連結会社間取引 

  たっては、各連結子会社の中間 算日との間に生じた連結会社 につき、連結上必要な調整を行 

  決算日の中間財務諸表を使用 間取引につき、連結上必要な調 っている。 

  している。 整を行っている。   

  １１社については、中間連結     

  決算日との間に生じた連結会     

  社間取引につき、連結上必要な     

  調整を行っている。     

        

        



次へ 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

  （自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

    至 平成16年8月20日）   至 平成17年8月20日）   至 平成17年2月20日） 

4.会計処理基準 有価証券 有価証券 有価証券 

に関する事項 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

（1）重要な資産  ……償却原価法（定額法）  ……同  左  ……同  左 

 の評価基準       

 及び評価方法 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  ……中間決算日の市場価 ……中間決算日の市場価 ……決算日の市場価格等 

  格等に基づく時価法 格等に基づく時価法 に基づく時価法（評価 

  （評価差額は全部資 （評価差額は全部資 差額は全部資本直入 

  本直入法により処理 本直入法により処理 法により処理し、売却 

  し、売却原価は移動 し、売却原価は移動平 原価は移動平均法に 

  平均法により算定し 均法により算定して より算定している。） 

  ている。）   いる。）   ただし、複合金融商品 

      ただし、複合金融商品 については、組込デリ 

    については、組込デリ バティブを区別して 

    バティブを区別して 測定することができ 

    測定することができ ないため、全体を時価 

    ないため、全体を時価 評価し評価差額を営 

    評価し評価差額を営   業外損益に計上して 

      業外損益に計上して   いる。 

      いる。   

        

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  ……移動平均法による ……同  左 ……同  左 

  原価法     

        

  たな卸資産……販売用不動産 たな卸資産……販売用不動産 たな卸資産……販売用不動産 

  及び一部宝石については については個別法による 及び一部宝石については 

  個別法による原価法、主な 原価法、宝石については個 個別法による原価法、主な 

  生鮮食料品については最終 別法による低価法、主な生鮮 生鮮食料品については最 

  仕入原価法による原価法、そ 食料品については最終仕入 終仕入原価法による原価 

  の他の商品について売価 原価法による原価法、その他 法、その他の商品について 

  還元法による原価法、貯蔵 の商品については一部を は売価還元法による原価 

  品については、最終仕入原 除き売価還元法による原 法、貯蔵品については最終 

  価法による原価法を採用 価法、貯蔵品については最 仕入原価法による原価法を 

  している。 終仕入原価法による原価法 採用している。 

  （会計方針の変更） を採用している。 （会計方針の変更） 

   従来、生鮮食料品については、 （会計方針の変更）  親会社は従来、生鮮食料品に 

  売価還元法による原価法により  連結子会社1社については、 ついては、売価還元法による原価 

  評価していたが、当中間連結会計 従来、一部宝石については個別 法により評価していたが、当連結 

  期間より主な生鮮食料品につい 法による原価法、その他の商品 会計年度より主な生鮮食料品に 

  て最終仕入原価法による原価法 については売価還元法による ついて最終仕入原価法による原 

  へ変更した。 原価法を採用していたが、当中間 原価法へ変更した。 

   この変更は、生鮮食料品につい 連結会計期間より婦人用品、雑貨  この変更は、生鮮食料品につい 

  ては店頭での頻繁な売価修正等 を除き個別法による低価法へ変 ては店頭での頻繁な売価修正等 

  による日々の値入率の変動が激 更した。 による日々の値入率の変動が激 

  しく、また在庫の回転期間が短い  この変更は、コンピューター しく、また在庫の回転期間が短い 

  ことから、最終仕入原価法に基づ システムによる一品毎の商品受 ことから、最終仕入原価法に基づ 

  きたな卸資産の中間連結貸借対 払管理体制が確立されたことに きたな卸資産の連結貸借対照表 

  照表価額を算定することによっ 伴い、より適正かつ迅速に在庫金 価額を算定することによって経 

  て経営成績をより適正に把握す 額を把握し、より適正な期間損益 営成績をより適正に把握するこ 

  ることを目的としたものである。 計算を行うことを目的としたも とを目的としたのもである。 

  なお、この変更による影響は軽 のである。 なお、この変更による影響は軽 

  微である。  なお、この変更に伴い、期首商 微である。 

    品に売価還元法に基づく原価   

        



次へ 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

  （自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

    至 平成16年8月20日）   至 平成17年8月20日）   至 平成17年2月20日） 

    法と、個別法に基づく低価法の   

    評価差額2,370百万円を商品評   

    価方法変更差額として特別損   

    失に計上し、同額、税金等調整   

    前中間純損失が増加している。   

        

        

（2）重要な減価 有形固定資産の減価償却の方法 有形固定資産の減価償却の方法 有形固定資産の減価償却の方法 

 償却資産の ……国内連結会社は、定率法を ……国内連結会社は、定率法を ……国内連結会社は、定率法を 

 減価償却の 採用している。 採用している。 採用している。 

 方法 但し、平成１０年４月１日 但し、平成１０年４月１日 但し、平成１０年４月１日 

  以降取得した建物（建物附 以降取得した建物（建物附 以降取得した建物（建物附 

  属設備は除く。）について 属設備は除く。）について 属設備は除く。）について 

  は定額法を採用している。 は定額法を採用している。 は定額法を採用している。 

  また、取得価額が１０万   リース資産については、リー   リース資産については、リー 

  円以上２０万円未満の資   ス期間を耐用年数とし、リー   ス期間を耐用年数とし、リー 

  産については、３年均等償   ス期間満了時のリース資産   ス期間満了時のリース資産 

  却を実施している。   の見積処分価額を残存価額   の見積処分価額を残存価額 

  在外連結子会社は、定額   とする定額法を採用してい   とする定額法を採用してい 

  法を採用している。   る。   る。 

    また、取得価額が１０万 また、取得価額が１０万 

    円以上２０万円未満の資 円以上２０万円未満の資 

    産については、３年均等償 産については、３年均等償 

    却を実施している。 却を実施している。 

    在外連結子会社は、定額 在外連結子会社は、定額 

    法を採用している。 法を採用している。 

        

  無形固定資産の減価償却の方法 無形固定資産の減価償却の方法 無形固定資産の減価償却の方法 

  ……定額法を採用している。 ……同  左 ……同  左 

  なお、自社利用のソフト     

  ウェアについては、社内に     

  おける見込利用可能期間（     

  ５年）に基づく定額法を採     

  用している。     

        

        

（3）重要な引当 貸倒引当金……債権の貸倒れ 貸倒引当金……同  左 貸倒引当金……同  左 

 金の計上基 による損失に備えるため     

 準 一般債権については貸倒     

  実績率により、貸倒懸念債     

  権等特定の債権について     

  は個別に回収可能性を検     

  討し、回収不能見込額を計     

  上している。     

        

        

  賞与引当金……従業員の賞与 賞与引当金……同  左 賞与引当金……同  左 

  の支払に備えるため、主に     

  支給見込額のうち期間対     

  応額を計上している。     

        

        



次へ 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

  （自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

   至 平成16年8月20日）  至 平成17年8月20日）  至 平成17年2月20日） 

  販売促進引当金……連結子会 販売促進引当金……同  左 販売促進引当金……同  左 

    社１社については、カード     

    の利用金額等によるプレ     

  ゼントの支払に備えるた     

  め、過去の経験率等を勘案     

  した所定の基準により計     

  上している。     

        

        

  店舗等退店損失引当金……連             

  結子会社１社については、         

  新中期経営計画に従い退     

  店する店舗等に係る退店     

  損失に備えるため、当下半     

  期以降の損失発生見込額     

  を計上している。     

        

        

  退職給付引当金……従業員の 退職給付引当金……従業員の 退職給付引当金……従業員の 

  退職給付に備えるため、当 退職給付に備えるため、当 退職給付に備えるため、当 

  連結会計年度末における 連結会計年度末における 連結会計年度末における 

  退職給付債務及び年金資 退職給付債務及び年金資 退職給付債務及び年金資 

  産の見込額に基づき、当中 産の見込額に基づき、当中 産の見込額に基づき計上 

  間連結会計期間末におい 間連結会計期間末におい している。 

  て発生していると認めら て発生していると認めら 過去勤務債務は、その発 

  れる額を計上している。 れる額を計上している。 生時の従業員の平均残存 

  過去勤務債務は、その発 過去勤務債務は、その発 勤務期間以内の一定の年 

  生時の従業員の平均残存 生時の従業員の平均残存 数（６年～１０年）による 

  勤務期間以内の一定の年 勤務期間以内の一定の年 定額法により費用処理し 

  数（１０年）による定額法 数（６～１０年）による定   ている。 

  により費用処理している。 額法により費用処理して 数理計算上の差異は、そ 

  数理計算上の差異は、そ いる。 の発生時の従業員の平均 

  の発生時の従業員の平均 数理計算上の差異は、そ 残存勤務期間以内の一定 

  残存勤務期間以内の一定 の発生時の従業員の平均 の年数（５年～１０年）に 

  の年数（５年～１０年）に 残存勤務期間以内の一定 よる定額法により翌連結 

  よる定額法により翌連結 の年数（５年～１０年）に 会計年度から費用処理し 

  会計年度から費用処理し よる定額法により翌連結 ている。 

  ている。 会計年度から費用処理し   

     また、連結子会社１社に ている。   

    ついては、会計基準変更時     

    差異を１５年により按分     

    した額を費用計上してい     

    る。     

        

        

  役員退職慰労引当金……役員 役員退職慰労引当金……連結 役員退職慰労引当金……役員 

  の退職慰労金の支払に備 子会社１社については、役 の退職慰労金の支払に備 

  えるため、親会社及び連結 員の退職慰労金の支払に えるため、親会社及び連結 

  子会社１４社については、 備えるため、内規に基づく 子会社１３社については、 

  内規に基づく中間期末要 中間期末要支払額を計上 内規に基づく期末要支払 

  支払額を計上している。 している。 額を計上している。 

        

        



  

次へ 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

  （自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

   至 平成16年8月20日）  至 平成17年8月20日）  至 平成17年2月20日） 

    （追加情報）   

     当社及び連結子会社１２社   

    については、役員報酬制度改正   

    の一環として、平成17年5月   

    の定時株主総会の日において   

    役員退職慰労金制度を廃止す   

    るとともに、役員の退任時に退   

    職慰労金制度廃止日（当該総会   

    終結時）までの在任期間に応じ   

    た退職慰労金を支給すること   

    を決議した。これに伴い、当該   

    制度廃止日までの期間に対応   

    する役員退職慰労金相当額６   

    ９２百万円を固定負債「その他   

    」に含めて計上している。   

        

（4）重要なリー リース物件の所有権が借主 同  左 同  左 

ス取引の処 に移転すると認められるもの     

理方法 以外のファイナンス・リース     

  取引については、通常の賃貸借     

  取引に係る方法に準じた会計     

  処理によっている。     

        

（5）重要なヘッ ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

ジ会計の方 原則として繰延ヘッジ処 同  左 同  左 

法 理によっている。なお、振当     

  処理の要件を満たしている     

  為替予約及び通貨オプショ     

  ンについては振当処理によ     

   り、また、特例処理の要件を     

  満たしている金利スワップ     

  及び金利キャップについて     

  は、特例処理によっている。     

        

  ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 

  当中間連結会計期間にヘ 当中間連結会計期間にヘ 当連結会計年度にヘッジ 

  ッジ会計を適用したヘッジ ッジ会計を適用したヘッジ 会計を適用したヘッジ手段 

  手段とヘッジ対象は以下の 手段とヘッジ対象は以下の とヘッジ対象は以下のとお 

  とおりである。 とおりである。 りである。 

  ａ.ヘッジ手段…… ａ.ヘッジ手段…… ａ.ヘッジ手段…… 

  為替予約・通貨オプション 為替予約・通貨オプション 為替予約・通貨オプション 

  ヘッジ対象…… ヘッジ対象…… ヘッジ対象…… 

  商品輸入による外貨建買 商品輸入による外貨建買 商品輸入による外貨建買 

  入債務取引 入債務取引 入債務取引 

  ｂ.ヘッジ手段…… ｂ.ヘッジ手段…… ｂ.ヘッジ手段…… 

  金利スワップ・金利キャップ 金利スワップ・金利キャップ 金利スワップ・金利キャップ 

  ヘッジ対象…… ヘッジ対象…… ヘッジ対象…… 

  借入金等 借入金等 借入金等 

        

        



 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

  （自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

   至 平成16年8月20日）  至 平成17年8月20日）  至 平成17年2月20日） 

  ヘッジ方針 ヘッジ方針 ヘッジ方針 

  将来の為替相場の変動に 同  左 同  左 

  よる損失を回避する目的で、     

  為替予約取引及び通貨オプ     

  ション取引を利用している。     

  また、将来の金利変動によ     

  る損失を回避する目的で、金     

  利スワップ取引及び金利キ     

  ャップ取引を利用している。     

        
  ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 
  ヘッジ対象の相場変動と 同  左 同  左 
  ヘッジ手段の相場変動を半     

  期ごとに比較し、両者の変動     

  額等を基礎にしてヘッジ有     

  効性を評価している。ただし     

  、特例処理によっている金利     

  スワップ及び金利キャップ     

  については、有効性の評価を     

  省略している。     

        
        
（6）その他中間 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

連結財務諸 税抜方式を採用している。 同  左 同  左 
表作成の基       
本となる重       
要な事項       

        
        
5.中間連結キャ 中間連結キャッシュ・フロー 同  左 連結キャッシュ・フロー計算 
ッシュ・フロ 計算書における資金（現金及び   書における資金（現金及び現金 
ー計算書（連 現金同等物）は、手許現金、随   同等物）は、手許現金、随時引 
結キャッシュ 時引き出し可能な預金及び容   き出し可能な預金及び容易に 
・フロー計算 易に換金可能であり、かつ、価   換金可能であり、かつ、価値の 
書）における 値の変動について僅少なリス   変動について僅少なリスクし 
資金の範囲 クしか負わない取得日から３   か負わない取得日から３ヶ月 
  ヶ月以内に満期の到来する短   以内に満期の到来する短期投 
  期投資からなる。   資からなる。 
        
        



（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

 会計方針の変更 

次へ 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

 至 平成16年8月20日）  至 平成17年8月20日）  至 平成17年2月20日） 

      （固定資産の減損に係る会計基準）       

       当社及び国内連結子会社は、固定資       

    産の減損会計に係る会計基準（「固定資   

  産の減損に係る会計基準の設定に関す   

  る意見書」（企業会計審査議会 平成   

  14年8月9日））及び「固定資産の減   

  損に係る会計基準の適用指針」（企業会   

  計基準適用指針第６号 平成15年10   

  月31日）が平成16年3月31日に終了   

  する連結会計年度に係る連結財務諸表   

  から適用できることになったことに伴   

  い、当中間連結会計期間から同会計基   

  準及び同適用指針を適用している。   

  これにより営業利益及び経常利益は、   

  １，３７４百万円増加し、税金等調整   

  前中間純損失は、４０，３７０百万円   

  増加している。   

   なお、減損損失累計額については、   

  改正後の中間連結財務諸表規則に基づ   

  き各資産の金額から直接控除してい   

  る。   

      

      



  

  

表示方法の変更 

  
 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

 至 平成16年8月20日）  至 平成17年8月20日）  至 平成17年2月20日） 

（中間連結貸借対照表関係） （中間連結貸借対照表関係） （連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間末において、             

流動負債の「その他」に含めていた、             

「販売促進引当金」は、重要性が増     

したため、前連結会計年度より区分     

掲記している。     

 なお、前中間連結会計期間末の流     

動負債「その他」に含まれる「販売     

促進引当金」は、３３５百万円であ     

る。     

      

      

（中間連結損益計算書関係） （中間連結損益計算書関係） （連結損益計算書関係） 

       当中間連結会計期間において、「受  前連結会計年度において、営業外 

      取営業補償金」は、営業外収益の１ 収益に区分掲記していた、「受取営業 

  ００分の１０を超えたため、当中間 補償金」は、営業外収益の１００分 

  連結会計期間より区分掲記してい の１０を下回ったため、当連結会計 

  る。 年度より「その他」に含めている。 

   なお、前中間連結会計期間におい  なお、当連結会計年度の営業外収 

  て営業外収益の「その他」に含まれ 益の「その他」に含まれる「受取営 

  る「受取営業補償金」は、４４百万 業補償金」は、２８６百万円である。 

  円である。   

      

      



（追加情報） 

次へ 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

 至 平成16年8月20日）  至 平成17年8月20日）  至 平成17年2月20日） 

（退職給付会計） （退職給付会計） （退職給付会計） 

当社及び１０社を除く国内連結子 当社及び９社を除く国内連結子会 当社及び９社を除く国内連結子会 

会社は、確定給付企業年金法の施行 社は、確定給付企業年金法の施行に 社は、確定給付企業年金法の施行に 

に伴い、厚生年金基金の代行部分に 伴い、厚生年金基金の代行部分につ 伴い、厚生年金基金の代行部分につ 

ついて、平成１５年２月１７日に厚 いて、平成１５年２月１７日に厚生 いて、平成１５年２月１７日に厚生 

生労働大臣から将来分支給義務免除 労働大臣から将来分支給義務免除の 労働大臣から将来分支給義務免除の 

の認可を受けた。 認可を受けた。 認可を受けた。 

 当中間連結会計期間末日現在にお  当中間連結会計期間末日現在にお  なお、当連結会計年度末日現在に 

いて測定された返還相当額（最低責 いて測定された返還相当額（最低責 おいて測定された返還相当額（最低 

任準備金）は、５０，０５２百万円 任準備金）は、４７，３３５百万円 責任準備金）は４９，９５５百万円 

であり、当該返還相当額（最低責任 であり、当該返還相当額（最低責任 であり、当該返還相当額（最低責任 

準備金）の支払が当中間連結会計期 準備金）の支払が当中間連結会計期 準備金）の支払が、当連結会計年度 

間末日に行われたと仮定して「退職 間末日に行われたと仮定して「退職 末日に行われたと仮定して、「退職給 

給付会計に関する実務指針（中間報 給付会計に関する実務指針（中間報 付会計に関する実務指針（中間報告 

告）」（日本公認会計士協会会計制度 告）」（日本公認会計士協会会計制度 ）」（日本公認会計士協会会計制度委 

委員会報告第１３号）第４４－２項 委員会報告第１３号）第４４－２項 員会報告第１３号）第４４－２項を 

を適用した場合に生じる特別利益の を適用した場合に生じる特別利益の 適用した場合に生ずる損益は、特別 

見込額は３５，９９８百万円である。 見込額は４４，７７８百万円である。 利益３９，９５４百万円が見込まれ 

   また、当社の連結子会社の株式会 る。 

  社サークルＫサンクスの従業員のう   

  ち、旧株式会社サンクスアンドアソ   

  シエイツの従業員は、サンクス厚生   

  年金基金に加入しているが、厚生年   

  金基金代行部分について、平成17年   

  7月29日に厚生労働大臣から将来分   

  支給義務免除の認可を受けた。   

   なお、当中間連結会計期間末日現   

  在において測定された返還相当額（   

  最低責任準備金）は１，５１９百万   

  円であり、当該返還相当額（最低責   

  任準備金）の支払が当中間連結会計   

  期間末日に行われたと仮定して、「退   

  職給付会計に関する実務指針（中間   

  報告）」（日本公認会計士協会会計制   

  度委員会報告第１３号）第４４－２   

  項を適用した場合に生じる特別利益   

  の見込額は、２４２百万円である。   

      

      

      （法人事業税における外形標準課税       

      部分に関する事項）       

   当社及び１１社を除く国内連結子   

  会社は、実務対応報告第12号「法人   

  事業税における外形標準課税部分の   

  損益計算書上の表示についての実務   

  上の取扱い」（企業会計基準委員会   

  平成16年2月13日）が公表された   

  ことに伴い、当中間連結会計期間か   

  ら同実務対応報告に基づき、法人事   

  業税の付加価値及び資本割（合計５   

  ４４百万円）を販売費及び一般管理   

  費として計上している。   

      

      



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

次へ 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

（平成16年8月20日） （平成17年8月20日） （平成17年2月20日） 

※1 このうち下記のとおり借入金 ※1 このうち下記のとおり借入金 ※1 このうち下記のとおり借入金 

等の担保に供している。 等の担保に供している。 等の担保に供している。 

  現金及び預金 360百万円   現金及び預金 20百万円   現金及び預金 270百万円

  建物及び構築物 
9,278百万円 

  建物及び構築物
8,269百万円

  建物及び構築物 
8,924百万円

  （中間期末簿価）   （中間期末簿価）   （期末簿価） 
  土地 5,261百万円   土地 4,483百万円   土地 5,261百万円
  差入保証金 193百万円   差入保証金 193百万円   差入保証金 193百万円

  計 15,093百万円   計 12,965百万円   計 14,649百万円

                

      

（対応債務） （対応債務） （対応債務） 

  関税・消費税未払 
15百万円 

  長期借入金（1年内 
11,184百万円

  関税・消費税未払 
3百万円

  債務   返済予定分を含む）   債務 

  短期借入金 40百万円   計 11,184百万円   短期借入金 40百万円

  長期借入金（1年内 
14,815百万円 

    
 
  長期借入金（1年内 

14,815百万円
  返済予定分を含む）       返済予定分を含む） 

  計 14,871百万円        計 14,859百万円

      

※2 有形固定資産の減価償却累計 ※2 有形固定資産の減価償却累計 ※2 有形固定資産の減価償却累計 

額は244,801百万円である。 額は252,253百万円である。 額は248,242百万円である。 

      

3 偶発債務 3 偶発債務 3 偶発債務 

金融機関等からの借入金等に対し、 金融機関からの借入金に対し、債務 金融機関等からの借入金等に対し、債 

債務保証を行っている。 保証を行っている。 務保証を行っている。 

  コンビニエンス 
4,405百万円 

  コンビニエンス
3,998百万円

  コンビニエンス 
4,303百万円

  ストア加盟店   ストア加盟店   ストア加盟店 

  サークルケイ四国㈱ 491百万円   サークルケイ四国㈱ 475百万円   サークルケイ四国㈱ 464百万円

  UIF（NETHERLANDS） （1,576千US$）   UIF（NETHERLANDS） （1,830千US$）   UIF（NETHERLANDS） （1,770千US$）

  B.V. 172百万円   B.V. 202百万円   B.V. 186百万円

  ㈱足利モール 115百万円   ㈱足利モール 5百万円   ㈱足利モール 60百万円

  従業員 16百万円   従業員 10百万円   従業員 14百万円

  ㈱センダント 
0百万円 

  計 4,692百万円   計 5,030百万円

  ジャパン           

  計 5,202百万円           

                  

※4 ※4 当中間連結会計期間末日が銀行 ※4 当連結会計年度末日が銀行休業 

      休業日のため、支払いが翌々日となっ 日のため、支払いが翌日となった下記 

      た下記の金額が、以下の科目に含まれ の金額が、以下の科目に含まれてい 

  ている。 る。 

      

    支払手形及び 
13,512百万円

    支払手形及び 
20,402百万円

  

    買掛金     買掛金   

      

      



（中間連結損益計算書関係） 

次へ 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

（平成16年8月20日） （平成17年8月20日） （平成17年2月20日） 

※1 固定資産売却益の内訳は次のと ※1 固定資産売却益の内訳は次のと ※1 固定資産売却益の内訳は次のと 

おりである。 おりである。 おりである。 

  建物及び構築物 75百万円   建物及び構築物 21百万円   建物及び構築物 91百万円

  器具及び備品 7百万円   器具及び備品 3百万円   器具及び備品 8百万円

  土地 0百万円   土地 376百万円   その他固定資産 0百万円

  計 83百万円   その他固定資産 0百万円   計 100百万円

        計 401百万円      

      

※2 固定資産処分損の内訳は次のと ※2 固定資産処分損の内訳は次のと ※2 固定資産処分損の内訳は次のと 

おりである。 おりである。 おりである。 

  建物及び構築物 958百万円   建物及び構築物 728百万円   建物及び構築物 3,030百万円

  器具及び備品 227百万円   器具及び備品 305百万円   器具及び備品 589百万円

  土地 145百万円   土地 9百万円   土地 176百万円

  その他固定資産 174百万円   その他固定資産 78百万円   長期差入保証金 94百万円

  上記資産の撤去費用 401百万円   上記資産の撤去費用 618百万円   その他固定資産 179百万円

  計 1,906百万円   計 1,741百万円   上記資産の撤去費用 744百万円

             計 4,815百万円

                

※3 減損損失 ※3 減損損失 ※3 減損損失 

       当連結会計期間において、当社グル       

      ープは以下の資産グループについて       

  減損損失41,744百万円を計上してい   

  る。   

  （単位：百万円）   

    用途 種類 場所 金額     

    店舗 土地及 愛知県 

39,725

    

    （総 び建物 27店舗     

    合小 等 岐阜県     

    売業）   9店舗     

        その他     

        26店舗     

    店舗 土地及 岡山県     

    （コ び建物 他     

    ンビ 等       

    ニエ        

    ンス         

    スト         

    アー）         

    店舗 土地及 愛知県     

    （専 び建物 41店舗     

    門店） 等 千葉県     

        22店舗     

        その他     

        286店舗     

    その   
愛知県 

1店舗

岐阜県 

5店舗

    

    他資 土地及     

    産 び建物     

    （そ 等     

    の他）       

    
遊休 

資産 

土地及 愛知県       

    び建物 他8件 2,019     

              

    合  計 41,744     

      



  

  

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

  至 平成16年8月20日）   至 平成17年8月20日）   至 平成17年2月20日） 

  当社グループは、キャッシュフロ   

  ーを生み出す最小単位として、主に   

  店舗を基本単位としてグルーピング   

  を行っている。遊休資産についても   

  個々の資産単位を１グループとし、   

  店舗及び遊休資産のそれぞれについ   

  て減損損失を認識している。   

   当社グループは、収益性が著しく   

  低下した資産グループまたは、損益   

  が継続してマイナスである資産グル   

  ープの帳簿価額を回収可能価額まで   

  減損し、当該減少額を次のとおり特   

  別損失に計上している。  

        （単位：百万円）        

            
店舗等 

遊休 
合計 

         

            資産          

          建物              

          及び 21,632 330 21,963           

          構築物              

          土地 7,111 1,688 8,800          

          その他 10,980 － 10,980          

          合計 39,725 2,019 41,744          

      

   回収可能価額が正味売却価額の場   

  合には、主に不動産鑑定評価額に基   

  づき評価している。また、回収可能   

  価額が使用価値の場合には将来キャ   

  ッシュフローを3.1％～8.0％で割引   

  いて算定している。   

      

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

  至 平成16年8月20日）   至 平成17年8月20日）   至 平成17年2月20日） 

現金及び現金同等物の中間期末残 現金及び現金同等物の中間期末残 現金及び現金同等物の期末残高と 

高と中間連結貸借対照表に掲記され 高と中間連結貸借対照表に掲記され 連結貸借対照表に掲記されている科 

ている科目の金額との関係 ている科目の金額との関係 目の金額との関係 

（平成16年8月20日現在） （平成17年8月20日現在） （平成17年2月20日現在）

  現金及び預金勘定 91,088百万円     現金及び預金勘定 98,719百万円     現金及び預金勘定 99,346百万円   

  預入期間が3ヶ月 
を超える定期預金 

△659百万円
    預入期間が3ヶ月

を超える定期預金 
△990百万円

    預入期間が3ヶ月 
を超える定期預金 

△745百万円
  

            

  ＭＭＦ等 14,102百万円     ＭＭＦ等 23,002百万円     ＭＭＦ等 12,002百万円   

  現金及び 
104,531百万円

    現金及び 
120,732百万円

    現金及び
110,603百万円

  

  現金同等物     現金同等物     現金同等物   

                        

      



（リース取引関係） 

次へ 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

 至 平成16年8月20日）  至 平成17年8月20日）  至 平成17年2月20日） 

1.リース物件の所有権が借主に移転 借手側 借手側 

すると認められるもの以外のファ 1.リース物件の所有権が借主に移転 1.リース物件の所有権が借主に移転 

イナンス・リース取引 すると認められるもの以外のファ すると認められるもの以外のファ 

  イナンス・リース取引 イナンス・リース取引 
    

①リース物件の取得価額相当額、 ①リース物件の取得価額相当額、 ①リース物件の取得価額相当額、 

減価償却累計額相当額及び中間 減価償却累計額相当額、減損損失 減価償却累計額相当額及び 

期末残高相当額 累計額相当額及び中間期末残高 期末残高相当額 

  相当額  
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

    器具及 
その他 合計 

     器具及
その他 合計

器具及 
その他 合計

    び備品      び備品 び備品 

  取得          取得 取得     
  価額 

60,075 5,001 65,076
   価額 

53,470 5,034 58,505
価額

53,032 4,940 57,972
  相当    相当 相当

  額          額 額     

  減価          減価 減価     
  償却          償却 償却     

  累計 32,858 1,772 34,631    累計 28,608 2,068 30,677 累計 27,979 1,961 29,940

  額相         額相 額相     

  当額         当額 当額     

  中間          減損 期末

25,052 2,978 28,031
  期末         損失 残高

  残高 27,217 3,228 30,445    累計 947 291 1,238 相当

  相当          額相 額

  額         当額     
            中間     

            期末     

            残高 23,914 2,674 26,588     

            相当     

            額     

      

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

  1年内 9,255百万円     1年内 9,294百万円     1年内 8,828百万円   

  1年超 21,994百万円     1年超 19,765百万円     1年超 19,963百万円   

  合 計 31,250百万円     合 計 29,059百万円     合 計 28,791百万円   

      

    リース資産減損 
1,058百万円

    

    勘定の残高     

            

③支払リース料、減価償却費相当 ③支払リース料、リース資産減損 ③支払リース料、減価償却費相当 

額及び支払利息相当額 勘定の取崩額、減価償却費相当 額及び支払利息相当額 

  額、支払利息相当額及び減損損失   

  支払リース料 6,074百万円     支払リース料 5,132百万円     支払リース料 11,409百万円   
  減価償却費 

5,663百万円
   リース資産減損

188百万円
減価償却費

10,699百万円
  相当額    勘定の取崩額 相当額
  支払利息 

380百万円
   減価償却費

4,624百万円
支払利息

724百万円
  相当額    相当額 相当額
    支払利息 

332百万円
    相当額 

    減損損失 1,286百万円

    

④減価償却費相当額の算定方法は ④同   左 ④同   左 

リース期間を耐用年数とし、残     

存価額を零とする定額法によっ     

ている。     
    



  

次へ 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

 至 平成16年8月20日）  至 平成17年8月20日）  至 平成17年2月20日） 

⑤利息相当額の算定方法は、リー ⑤同   左 ⑤同   左 

ス料総額とリース物件の取得価     

額相当額の差額を利息相当額と     

し、各期への配分方法について     

は、利息法によっている。     

      

      

2.オペレーティングリース取引に係 2.オペレーティングリース取引に係 2.オペレーティングリース取引に係 

る未経過リース料 る未経過リース料 る未経過リース料 

  1年内 15,552百万円     1年内 15,566百万円     1年内 14,726百万円   

  1年超 140,596百万円     1年超 138,739百万円     1年超 129,186百万円   

  合 計 156,148百万円     合 計 154,305百万円     合 計 143,913百万円   

      

      



次へ 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

 至 平成16年8月20日）  至 平成17年8月20日）  至 平成17年2月20日） 

      貸手側 貸手側 

      1.リース物件の所有権が借主に移転 1.リース物件の所有権が借主に移転 

  すると認められるもの以外のファ すると認められるもの以外のファ 

  イナンス・リース取引 イナンス・リース取引 

      

  ①リース物件の取得価額、減価償却 ①リース物件の取得価額、減価償 

  累計額及び中間期末残高 却累計額及び期末残高 

  （単位：百万円） （単位：百万円）

    

  

          
取 得 

価 額 

減 価 中 間       
取 得 

価 額 

減 価 
期 末 

残 高 

  

              償 却 期 末       償 却   

              累計額 残 高       累計額   

              車両           車両         

              運搬 137 36 101     運搬 113 18 95   

              具        具        

      

  ②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

          1年内 125百万円     1年内 115百万円   

          1年超 281百万円     1年超 230百万円   

          合 計 406百万円     合 計 346百万円   

      

  （注）上記は、転貸リース取引に係る （注）上記は、転貸リース取引に係 

  貸手側の未経過リース料期末残高相 る貸手側の未経過リース料期末残高 

  当額（２９３百万円、うち一年超２ 相当額（２４２百万円、うち一年超 

  ０２百万円）を含んだものである。 １５９百万円）を含んだものである。 

  なお、当該転貸リース取引は概ね、 なお、当該転貸リース取引は概ね、 

  同一の条件で第三者にリースしてい 同一の条件で第三者にリースしてい 

  るので、ほぼ同額の残高が上記の借 るので、ほぼ同額の残高が上記の借 

  手側の未経過リース料期末残高相当 手側の未経過リース料期末残高相当 

  額に含まれている。 額に含まれている。 

      

      

  ③受取リース料、減価償却費及び ③受取リース料、減価償却費及び 

  受取利息相当額 受取利息相当額 

          受取リース料 20百万円     受取リース料 18百万円   

          減価償却費 20百万円     減価償却費 18百万円   

    
  
    受取利息 

1百万円
    受取利息

1百万円
  

        相当額     相当額   

                      

      

  ④利息相当額の算定方法 ④利息相当額の算定方法 

    利息相当額の各期への配分方法 同   左 

  については、利息法によってい   

  る。   

      

  2.オペレーティングリース取引に係 2.オペレーティングリース取引に係 

  る未経過リース料 る未経過リース料 

          1年内 68百万円     1年内 77百万円   

          1年超 194百万円     1年超 74百万円   

          合 計 262百万円     合 計 152百万円   

      

      



 

（有価証券関係） 

  

有価証券 

Ⅰ前中間連結会計期間末（平成16年8月20日） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

      取得原価   中間連結貸借対照表計上額   差  額   

  （1）株式   5,918百万円     13,655百万円     7,736百万円     

  （2）債券                    

  国債・地方債等   500百万円     501百万円     1百万円     

  社債   3,313百万円     3,170百万円     △142百万円     

  その他   138百万円     198百万円     59百万円     

  （3）その他   48百万円     58百万円     10百万円     

  合 計   9,919百万円     17,583百万円     7,664百万円     

                    

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

（１）満期保有目的の債券    

  非上場内国債券 6百万円   

     

（２）その他有価証券    

  非上場株式（店頭売買株式を除く） 940百万円   

  非上場外国債券 200百万円   

  ＭＭＦ等 14,102百万円   

        

  

３．当中間連結会計期間において、その他有価証券について251百万円の減損処理を行っている。 

  

  

Ⅱ当中間連結会計期間末（平成17年8月20日） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

      取得原価   中間連結貸借対照表計上額   差  額   

  （1）株式   5,955百万円     16,710百万円     10,755百万円     

  （2）債券                    

  国債・地方債等   ―     ―     ―     

  社債   3,001百万円     2,924百万円     △76百万円     

  その他   909百万円     897百万円     △11百万円     

  （3）その他   48百万円     64百万円     15百万円     

  合 計   9,914百万円     20,597百万円     10,683百万円     

  （注）１．当中間連結会計期間末において、債券の「その他」に含まれる複合金融商品の時価評価を行い、 

       取得時より当中間連結会計期間末までに評価損１１百万円を計上している。 

       なお、「取得原価」には、評価損計上前の取得価額を記載している。 

  

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

（１）満期保有目的の債券    

  非上場内国債券 6百万円   

     

（２）その他有価証券    

  非上場株式 795百万円   

  非上場外国債券 200百万円   

  ＭＭＦ等 23,002百万円   

        

  

３．当中間連結会計期間において、その他有価証券について69百万円の減損処理を行っている。 

  



次へ 

Ⅲ前連結会計年度末（平成17年2月20日） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

      取得原価  連結貸借対照表計上額   差  額   

  （1）株式   5,930百万円     14,858百万円     8,927百万円     

  （2）債券                   

  国債・地方債等   ―     ―     ―     

  社債   2,740百万円     2,696百万円     △43百万円     

  その他   815百万円     802百万円     △13百万円     

  （3）その他   48百万円     59百万円     10百万円     

  合 計   9,535百万円     18,415百万円   8,880百万円     

  （注）１．当連結会計年度末において、債券の「その他」に含まれる複合金融商品の時価評価を行い、 

       評価損１３百万円を計上している。なお、「取得原価」には、評価損計上前の取得価額を記載して 

      いる。 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

（１）満期保有目的の債券    

  非上場内国債券 6百万円   

     

（２）その他有価証券    

  非上場株式 865百万円   

  非上場外国債券 200百万円   

  ＭＭＦ等 12,002百万円   

  

３．当連結会計年度において、その他有価証券について309百万円、関連会社株式について99百万円の 

減損処理を行っている。 

  

  

  

  

（デリバティブ取引） 

当社グループは、ヘッジ会計が適用されているもの以外については、デリバティブ取引を全く利用していない 

ので、該当事項はない。 

  



（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

  

前中間連結会計期間（自 平成16年2月21日 至 平成16年8月20日） 

  

  

  

当中間連結会計期間（自 平成17年2月21日 至 平成17年8月20日） 

  

  

  

前連結会計年度（自 平成16年2月21日 至 平成17年2月20日） 

  

 

  
総合小売業 

コンビニエ 
専門店 その他 計 

消去又は 

全社 
連結 

  ンスストア 

  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

営業収益及び営業損益               

営業収益               
（1）外部顧客に対する 

425,766 90,417 64,761 5,720 586,666 ― 586,666
営業収益 

（2）セグメント間の           

内部営業収益又は 1,657 ― ― 8,027 9,684 （9,684） ― 

振替高           

計 427,424 90,417 64,761 13,748 596,350 （9,684） 586,666

営業費用 422,959 76,610 63,384 11,831 574,786 （9,700） 565,085

営業利益 4,464 13,806 1,376 1,916 21,564 16 21,580

  
総合小売業 

コンビニエ 
専門店 その他 計 

消去又は 

全社 
連結 

  ンスストア 

  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

営業収益及び営業損益               

営業収益               
（1）外部顧客に対する 

421,146 95,461 62,859 7,075 586,542 ― 586,542
営業収益 

（2）セグメント間の           

内部営業収益又は 1,655 1 0 8,534 10,192 （10,192） ― 

振替高           

計 422,802 95,463 62,859 15,610 596,735 （10,192） 586,542

営業費用 418,453 81,179 62,168 13,356 575,156 （10,200） 564,956

営業利益 4,349 14,283 691 2,253 21,578 8 21,586

  
総合小売業 

コンビニエ 
専門店 その他 計 

消去又は 

全社 
連結 

  ンスストア 

  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

営業収益及び営業損益               

営業収益               
（1）外部顧客に対する 

874,756 176,841 127,600 12,099 1,191,298 ― 1,191,298
営業収益 

（2）セグメント間の           

内部営業収益又は 3,367 1 ― 16,368 19,737 （19,737） ― 

振替高           

計 878,124 176,843 127,600 28,468 1,211,036 （19,737） 1,191,298

営業費用 865,400 153,640 125,577 24,653 1,169,270 （19,767） 1,149,503

営業利益 12,724 23,202 2,023 3,815 41,765 29 41,795



  

次へ 

（注）１．事業区分の方法 

事業区分の方法は、グループ内の事業展開を基準として区分している。 

２．各事業区分の主要な内容 

  ・総合小売業 ………衣料品、住居関連品、食料品等の小売業 

  ・コンビニエンス ………フランチャイズシステムを主とするコンビニエンスストア事業 

   ストア   

  ・専門店 ………呉服、婦人服、紳士服等の専門小売業 

  ・その他 ………クレジットの取扱業務・保険代理業・リース取引、警備・清掃 

    ・保守業務、不動産事業等 

３．営業収益は、売上高及び営業収入の合計額である。 



 

２．所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成16年2月21日 至 平成16年8月20日） 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の 

記載を省略している。 

  

当中間連結会計期間（自 平成17年2月21日 至 平成17年8月20日） 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の 

記載を省略している。 

  

前連結会計年度（自 平成16年2月21日 至 平成17年2月20日） 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の 

記載を省略している。 

  

  

３．海外売上高 

前中間連結会計期間（自 平成16年2月21日 至 平成16年8月20日） 

海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

当中間連結会計期間（自 平成17年2月21日 至 平成17年8月20日） 

海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

前連結会計年度（自 平成16年2月21日 至 平成17年2月20日） 

海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

  

（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

１，１５６円８６銭 １，０５１円９４銭 １，１７７円１５銭 
      

１株当たり中間純利益       １株当たり当期純利益 

３１円４２銭     ５６円８４銭 

      

      １株当たり中間純損失       

      △１１８円１５銭       

      
      

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の金額については、潜在株式がないため記載していない。 

   ２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

１株当たり中間（当期）純利益金額及び           

１株当たり中間純損失金額         

 中間（当期）純利益（百万円） ５，９４０   ― １０，８７８   

 中間純損失（百万円） ― △２２，３２７   ― 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― １３４   

 （うち利益処分による役員賞与金（百万円）） ― ― １３４   

普通株式に係る純利益（百万円） ５，９４０   ― １０，７４４   

普通株式に係る純損失（百万円） ― △２２，３２７   ― 

 普通株式の期中平均株式数（千株） １８９，０４３   １８８，９７９   １８９，０２８  

  



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

 至 平成16年8月20日）  至 平成17年8月20日）  至 平成17年2月20日） 

  1. 当社の連結子会社である青木ヶ   

      原高原開発株式会社が、平成17年9       

      月1日、名古屋地方裁判所へ民事再生       

  法の適用申請を行った。平成17年9   

  月15日、同裁判所により開始決定が   

  なされたが再生計画の認可等は、まだ   

  行われていない。   

   今後、同社の再生手続きの進展によ   

  っては、債務免除益が発生する可能性   

  がある。   

      

      

  ２．当社の連結子会社である株式会社   

  さが美は、株式会社すずのきの営業を   

  譲受けることについて基本的に合意   

  した。具体的内容については協議中で   

  あるが、株式会社すずのきの子会社で   

  あるグリーン・ベル株式会社に株式会   

  社すずのきの営業を譲渡した後に、株   

  式会社さが美がグリーン・ベル株式会   

  社の株式を取得し、子会社化する方向   

  で平成17年10月13日の株式会社さ   

  が美取締役会で決議し、これに基づき   

  同日、株式会社すずのきとの間で基本   

  合意書を締結した。   

      

  （１）営業譲受けの目的   

   株式会社さが美の主要事業である   

  きもの事業において、グループとして   

  のスケールメリットによるバイイン   

  グパワーの強化から経営効率アップ   

  と営業基盤の強化につなげるものと   

  考え、営業の譲受けを行うこととし   

  た。   

      

  （２）譲受けの内容   

   譲受資産・負債の内容、取得価額お   

  よび譲受けの時期については今後の   

  協議による。   

   なお、平成１７年３月期における株   

  式会社すずのきの業績は、売上高９７   

  億円、経常利益９８百万円である。   

      

      



２【中間財務諸表等】 

（１）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

 

    
前中間会計期間末 当中間会計期間末 

前事業年度の 

    要約貸借対照表 

    （平成16年8月20日） （平成17年8月20日） （平成17年2月20日） 

区 分 
注記 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

番号 （百万円） (％) （百万円） (％) （百万円） (％) 

（資産の部）                     

Ⅰ流動資産                     

  1 現金及び預金    13,289   17,051    17,874  

  2 受取手形    17   12    25  

  3 売掛金    9,132   10,307    10,402  

  4 たな卸資産    35,726   38,032    39,139  

  5 繰延税金資産    1,869   3,784    2,695  

  6 その他    18,238   14,055    18,026  

流動資産合計    78,273 14.7  83,244 15.5   88,163 16.0

Ⅱ固定資産               

1 有形固定資産 ※1,2             

(1)建物   130,565    130,270   135,400    

(2)土地   121,151    121,329   127,337    

(3)その他   30,755    28,675   30,005    

計    282,472   280,274    292,743  

2 無形固定資産    8,995   7,286    9,018  

3 投資その他の資産               

(1)投資有価証券   12,807    15,419   13,803    

(2)関係会社株式   31,670    31,573   31,573    

(3)長期貸付金   6,435    7,087   7,067    

(4)繰延税金資産   16,409    22,013   16,584    

(5)長期差入保証金   86,929    81,549   84,748    

(6)その他   8,725    11,670   10,921    

(7)貸倒引当金   △1,542    △2,322   △2,165    

計    161,437   166,990    162,533  

  固定資産合計    452,906 85.3  454,551 84.5   464,295 84.0

  資産合計    531,179 100.0  537,796 100.0   552,458 100.0



  

  

 

  
前中間会計期間末 当中間会計期間末 

前事業年度の 

    要約貸借対照表 

    （平成16年8月20日） （平成17年8月20日） （平成17年2月20日） 

区 分 
注記 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

番号 （百万円） (％) （百万円） (％) （百万円） (％) 

（負債の部）                     

Ⅰ流動負債                     

  1 支払手形    7,186   5,522    7,951  

  2 買掛金 ※4  41,939   57,634    59,170  

  3 短期借入金    5,804   2,897    4,093  

  4 1年内償還予定社債    10,000   15,000    5,000  

  5 
1年内返済予定 

長期借入金 
※2 

 
17,166 

  
14,632

   
30,798 

 

       

  6 コマーシャルペーパー    49,000   41,000    55,000  

  7 未払消費税等    925   1,069    538  

  8 未払法人税等    625   479    2,709  

  9 賞与引当金    2,281   2,244    2,276  

 10 関係会社 

事業損失引当金 

   
－ 

  
4,000

   
－ 

 

            

11 その他    34,955   40,897    36,385  

  流動負債合計    169,881 32.0  185,375 34.5   203,922 36.9

Ⅱ固定負債               

  1 社債    35,000   20,000    30,000  

  2 長期借入金 ※2  95,606   114,874    84,974  

  3 退職給付引当金    45,257   46,713    46,019  

  4 役員退職慰労引当金    275   －    298  

  5 預り保証金    41,746   42,978    42,371  

  6 その他    449   843    596  

    固定負債合計    218,334 41.1  225,409 41.9   204,260 37.0

    負債合計    388,216 73.1  410,785 76.4   408,183 73.9



  

  
前中間会計期間末 当中間会計期間末 

前事業年度の 

    要約貸借対照表 

    （平成16年8月20日） （平成17年8月20日） （平成17年2月20日） 

区 分 
注記 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

番号 （百万円） (％) （百万円） (％) （百万円） (％) 

（資本の部）               

Ⅰ資本金    10,129 1.9  10,129 1.9   10,129 1.8

Ⅱ資本剰余金               

 1 資本準備金   49,485    49,485   49,485    

 2 その他資本剰余金   －    0   0    

  資本剰余金合計    49,485 9.3  49,486 9.2   49,486 9.0

Ⅲ利益剰余金               

 1 利益準備金   2,532    2,532   2,532    

 2 任意積立金   71,306    73,218   71,306    

 3 中間(当期)   
5,513

   －
 

  
6,262 

   

未処分利益           

  中間未処理損失   －    △13,837   －    

  利益剰余金合計    79,351 14.9  61,913 11.5   80,100 14.5

Ⅳその他有価証券 

 評価差額金 

   
4,287 0.8

 
5,852 1.1

  
4,884 0.9

      

Ⅴ自己株式    △290 △0.0  △371 △0.1   △325 △0.1

  資本合計    142,962 26.9  127,010 23.6   144,275 26.1

  負債・資本合計    531,179 100.0  537,796 100.0   552,458 100.0

                



②【中間損益計算書】 

次へ 

    
前中間会計期間 当中間会計期間 

前事業年度の 
    要約損益計算書 
    (自平成16年2月21日 (自平成17年2月21日 (自平成16年2月21日

      至平成16年8月20日）   至平成17年8月20日）   至平成17年2月20日）

区  分 
注記 金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

番号 （百万円） (％) （百万円） (％) （百万円） (％)

Ⅰ 売上高 ※1,2 331,329 100.0 328,958 100.0 684,688 100.0

Ⅱ 売上原価 ※1 251,785 76.0 248,438 75.5 519,566 75.9

  売上総利益   79,543 24.0 80,519 24.5 165,121 24.1

Ⅲ 営業収入   14,284 4.3 14,817 4.5 29,138 4.3

  営業総利益   93,828 28.3 95,337 29.0 194,259 28.4

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※3 90,525 27.3 92,565 28.2 184,726 27.0

  営業利益   3,303 1.0 2,771 0.8 9,533 1.4

Ⅴ 営業外収益 ※4 2,403 0.7 2,006 0.7 3,803 0.6

Ⅵ 営業外費用 ※5 1,546 0.4 1,638 0.5 3,219 0.5

  経常利益   4,159 1.3 3,139 1.0 10,116 1.5

Ⅶ 特別利益   388 0.1 364 0.1 548 0.1

Ⅷ 特別損失 ※6 1,965 0.6 26,895 8.2 4,413 0.7

  税引前中間(当期)純利益   2,582 0.8 ― ― 6,251 0.9

  税引前中間純損失   ― ― △23,391 △7.1 ― ―

  法人税、住民税及び事業税   602 0.2 209 0.1 3,223 0.4

  法人税等調整額   589 0.2 △7,168 △2.2 △813 △0.1

  中間(当期)純利益   1,390 0.4 ― ― 3,841 0.6

  中間純損失   ― ― △16,432 △5.0 ― ―

  前期繰越利益   4,122  2,595  4,122  

  中間配当額   ―  ―  1,701  

  中間(当期)未処分利益   5,513  ―  6,262  

  中間未処理損失   ―  △13,837  ―  

              



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

次へ 

項  目 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自平成16年2月21日 （自平成17年2月21日 （自平成16年2月21日 

  至平成16年8月20日）   至平成17年8月20日）  至平成17年2月20日） 

1.資産の評価基準 たな卸資産 たな卸資産 たな卸資産 

 及び評価方法 ①商品 ①商品 ①商品 

    売価還元法による原価法 同  左  売価還元法による原価法、 

   但し、生鮮食料品は最終仕   但し、生鮮食料品は最終仕入 

   入原価法による原価法   原価法による原価法。 

  （会計方針の変更）       （会計方針の変更） 

   従来、生鮮食料品について        従来、生鮮食料品について 

  は、売価還元法による原価法   は、売価還元法による原価法 

  により評価していたが、当中   により評価していたが、当事 

  間会計期間より最終仕入原価   業年度より最終仕入原価法に 

  法による原価法へ変更した。   よる原価法へ変更した。 

   この変更は、生鮮食料品に    この変更は、生鮮食料品に 

  ついては、店頭での頻繁な売   ついては、店頭での頻繁な売 

  価修正等による日々の値入率   価修正等による日々の値入率 

  の変動が激しく、また在庫の   の変動が激しく、また在庫の 

  回転期間が短いことから、最   回転期間が短いことから、最 

  終仕入原価法に基づき棚卸資   終仕入原価法に基づき棚卸資 

  産の中間貸借対照表価額を算   産の貸借対照表価額を算定す 

  定することによって経営成績   ることによって経営成績をよ 

  をより適正に把握することを   り適正に把握することを目的 

  目的としたものである。なお、   としたものである。なお、こ 

  この変更による影響は軽微で   の変更による影響は軽微であ 

  ある。   る。 

        

  ②販売用不動産 ②販売用不動産 ②販売用不動産 

  個別法による原価法 同  左 同  左 

        

  ③貯蔵品 ③貯蔵品 ③貯蔵品 

  最終仕入原価法による 同  左 同  左 

  原価法     

        

  有価証券 有価証券 有価証券 

  ①子会社及び関連会社株式 ①子会社及び関連会社株式 ①子会社及び関連会社株式 

  …移動平均法による原価法 同  左 同  左 

        

  ②その他有価証券 ②その他有価証券 ②その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  …中間決算日の市場価格等 同  左 …期末日の市場価格等に基 

  に基づく時価法(評価差   づく時価法(評価差額は 

  額は全部資本直入法によ   全部資本直入法により処 

  り処理し、売却原価は移   理し、売却原価は移動平 

  動平均法により算定して   均法により算定している。

  いる。)   ) 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  …移動平均法による原価法 同  左 同  左 

        

2.固定資産の減価 ①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産 

償却の方法 定率法によっている。ただ 同  左 同  左 

  し、平成１０年４月１日以降     

  に取得した建物(建物附属設     

  備を除く。)については定額法     

  を採用している。     

  また、取得価額が１０万円     

  以上２０万円未満の資産につ     

  いては、３年均等償却を実施     

  している。     



次へ 

項  目 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自平成16年2月21日 （自平成17年2月21日 （自平成16年2月21日 

  至平成16年8月20日）   至平成17年8月20日）  至平成17年2月20日） 

  ②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

  定額法によっている。 同  左 同  左 

  なお、自社利用のソフトウェ     

  アについては、社内における     

  見込利用可能期間(５年)に基     

  づく定額法を採用している。     

        

3.引当金の計上 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

基準 債権の貸倒による損失に備 同  左 同  左 

  えるため、一般債権について     

  は貸倒実績率により、貸倒懸     

  念債権等特定の債権について     

  は個別に回収可能性を検討し     

  回収不能見込額を計上してい     

  る。     

        

  ②賞与引当金 ②賞与引当金 ②賞与引当金 

  従業員の賞与の支払に備え 同  左 同  左 

  るため、支給見込額のうち期     

  間対応額を計上している。     

        

  ③関係会社事業損失引当金 ③関係会社事業損失引当金 ③関係会社事業損失引当金 

         当社の子会社である青木ヶ       

        原高原開発株式会社の民事再       

    生手続申立てに伴い、当社が   

    負担することとなる損失見込   

    額を計上している。   

        

  ④退職給付引当金 ④退職給付引当金 ④退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備える 同  左 従業員の退職給付に備える 

  ため、当事業年度末における   ため、当事業年度末における 

  退職給付債務及び年金資産の   退職給付債務及び年金資産の 

  見込額に基づき、当中間会計   見込額に基づき、計上している。 

  期間末において発生している   過去勤務債務は、その発生 

  と認められる額を計上してい   時の従業員の平均残存勤務期 

  る。   間以内の一定の年数(１０年) 

  過去勤務債務は、その発生   による定額法により費用処理 

  時の従業員の平均残存勤務期   している。 

  間以内の一定の年数(１０年)   数理計算上の差異は、その 

  による定額法により費用処理   発生時の従業員の平均残存勤 

  している。   務期間以内の一定の年数( 

  数理計算上の差異は、その   １０年)による定額法により 

  発生時の従業員の平均残存勤   翌事業年度から費用処理して 

  務期間以内の一定の年数(   いる。 

  １０年)による定額法により     

  翌事業年度から費用処理して     

  いる。     

        

        



 

項  目 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自平成16年2月21日 （自平成17年2月21日 （自平成16年2月21日 

  至平成16年8月20日）   至平成17年8月20日）  至平成17年2月20日） 

  ⑤役員退職慰労引当金 ⑤役員退職慰労引当金 ⑤役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支払に  役員の報酬制度改正の一環 役員の退職慰労金の支払に 

  備えるため、内規に基づく中 として、平成17年5月17日 備えるため、内規に基づく期 

  間期末要支払額を計上してい の定時株主総会の日において 末要支払額を計上している。 

  る。 役員退職慰労金制度を廃止す   

    るとともに、役員の退任時に   

    退職慰労金制度廃止日（当該   

    総会終結時）までの在任期間   

    に応じた退職慰労金を支給す   

    ることを決議した。これに伴   

    い当該制度廃止日までの期間   

    に対応する役員退職慰労金相   

    当額２６６百万円を固定負債   

    「その他」に含めて計上して   

    いる。   

        

4.ヘッジ会計の ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

方法 原則として繰延ヘッジ処理 同  左 同  左 

  によっている。なお、振当処     

  理の要件を満たしている為替     

  予約及び通貨オプションにつ     

  いては振当処理により、また、     

  特例処理の要件を満たしてい     

  る金利スワップについては、     

  特例処理によっている。     

        

  ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 

  当中間会計期間にヘッジ会 同  左  当事業年度にヘッジ会計を 

  計を適用したヘッジ手段とヘ   適用したヘッジ手段とヘッジ 

  ッジ対象は以下のとおりであ   対象は以下のとおりである。 

  る。    ａ．ヘッジ手段…為替予約 

  ａ．ヘッジ手段…為替予約      ・通貨オプション 

  ・通貨オプション      ヘッジ対象…商品輸入 

  ヘッジ対象…商品輸入      による外貨建買入債務 

  による外貨建買入債務      取引 

  取引    ｂ．ヘッジ手段…金利スワ 

  ｂ．ヘッジ手段…金利スワ      ップ 

     ップ      ヘッジ対象…借入金 

     ヘッジ対象…借入金     

  ヘッジ方針 ヘッジ方針 ヘッジ方針 

  将来の為替相場の変動によ 同  左 同  左 

  る損失を回避する目的で為替     

  予約取引及び通貨オプション     

  取引を利用している。     

  また、将来の金利変動によ     

  る損失を回避する目的で金利     

  スワップ取引を利用してい     

  る。     

        

        



  

次へ 

項  目 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自平成16年2月21日 （自平成17年2月21日 （自平成16年2月21日 

  至平成16年8月20日）   至平成17年8月20日）  至平成17年2月20日） 

  ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の相場変動とヘ 同  左 同  左 

  ッジ手段の相場変動を半期ご     

  とに比較し、両者の変動額等     

  を基礎にして、ヘッジ有効性     

  を評価している。     

  ただし、特例処理によって     

  いる金利スワップについて     

  は、有効性の評価を省略して     

  いる。     

        

5.その他中間財務 ①消費税等の会計処理 ①消費税等の会計処理 ①消費税等の会計処理 

諸表作成のため 税抜方式を採用している。 同  左  税抜方式を採用している。 

  の基本となる重 また、売上等に係る消費税     

  要な事項 等と仕入等に係る消費税等は     

  相殺して、未払消費税等とし     

  て計上している。     

        



（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更） 

 会計方針の変更 

  

  

 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自平成16年2月21日 （自平成17年2月21日 （自平成16年2月21日 
  至平成16年8月20日）   至平成17年8月20日）   至平成17年2月20日） 

  （固定資産の減損に係る会計基準）   

       固定資産の減損に係る会計基準（       

      「固定資産の減損に係る会計基準の       

  設定に関する意見書」（企業会計審議   

  会 平成14年8月9日））及び「固   

  定資産の減損に係る会計基準の適用   

  指針」（企業会計基準適用指針第6号   

   平成15年10月31日）が平成16   

  年3月31日に終了する事業年度に   

  係る財務諸表から適用できることに   

  なったことに伴い、当中間会計期間   

  から同会計基準及び同適用指針を適   

  用している。これにより営業利益及   

  び経常利益は、６１５百万円増加し、   

  税引前中間純損失は、２１，０４１   

  百万増加している。   

   なお、減損損失累計額については、   

  改正後の中間財務諸表等規則に基づ   

  き各資産の金額から直接控除してい   

  る。   

      

      



  

追加情報 

次へ 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自平成16年2月21日 （自平成17年2月21日 （自平成16年2月21日 
  至平成16年8月20日）   至平成17年8月20日）   至平成17年2月20日） 

（退職給付会計） （退職給付会計） （退職給付会計） 
 当社は、確定給付企業年金法の施  当社は、確定給付企業年金法の施  当社は、確定給付企業年金法の施 

行に伴い、厚生年金基金の代行部分 行に伴い、厚生年金基金の代行部分 行に伴い、厚生年金基金の代行部分 

について、平成１５年２月１７日に について、平成１５年２月１７日に について、平成１５年２月１７日に 

厚生労働大臣から将来分支給義務免 厚生労働大臣から将来分支給義務免 厚生労働大臣から将来分支給義務免 

除の認可を受けた。 除の認可を受けた。 除の認可を受けた。 

 当中間会計期間末日現在において  当中間会計期間末日現在において  当事業年度末日現在において測定 

測定された返還相当額（最低責任準 測定された返還相当額（最低責任準 された返還相当額（最低責任準備金） 

備金）は３５，７５９百万円であり、 備金）は３３，６９５百万円であり、 は３５，５６０百万円であり、当該 

当該返還相当額（最低責任準備金） 当該返還相当額（最低責任準備金） 返還相当額（最低責任準備金）の支 

の支払が当中間会計期間末日に行わ の支払が当中間会計期間末日に行わ 払が当事業年度末日に行われたと仮 

れたと仮定して「退職給付会計に関 れたと仮定して「退職給付会計に関 定して「退職給付会計に関する実務 

する実務指針（中間報告）」（日本公 する実務指針（中間報告）」（日本公 指針（中間報告）」（日本公認会計士 

認会計士協会会計制度委員会報告第 認会計士協会会計制度委員会報告第 協会会計制度委員会報告第１３号） 

１３号）第４４－２項を適用した場 １３号）第４４－２項を適用した場 第４４－２項を適用した場合に生じ 

合に生じる特別利益の見込額は２６ 合に生じる特別利益の見込額は３２ る特別利益の見込額は２８，７２１ 

，０３０百万円である。 ，１３８百万円である。 百万円である。 

      

      

      （法人事業税における外形標準課税       

      部分に関する事項）       

   実務対応報告第１２号「法人事業   

  税における外形標準課税部分の損益   

  計算書上の表示についての実務上の   

  取扱い」（企業会計基準委員会 平成   

  16年2月13日）が公表されたこと   

  に伴い、当中間会計期間から同実務   

  対応報告に基づき、法人事業税の付   

  加価値及び資本割（合計１９０百万   

  円）を販売費及び一般管理費として   

  計上している。   

      

      



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

次へ 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

（平成16年8月20日） （平成17年8月20日） （平成17年2月20日） 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 

は、１６２，６６２百万円である。 は、１６６，５３９百万円である。 は、１６３，５９９百万円である。 

      

※2 担保資産 ※2 担保資産 ※2 担保資産 

  有形固定資産 
11,360百万円

    有形固定資産 
10,627百万円

   有形固定資産 
11,041百万円

  

  （簿価）     （簿価）    （簿価）   

      

対応する債務 対応する債務 対応する債務 

  長期借入金 13,972百万円     長期借入金 10,406百万円    長期借入金 13,972百万円   

(1年内返済予定分を含む)   (1年内返済予定分を含む)  (1年内返済予定分を含む)   

      

3  偶発債務 3  偶発債務 3  偶発債務 

  ㈱ユーライフ 1,687百万円     ㈱ユーライフ 1,637百万円    ㈱ユーライフ 1,662百万円   

  UIF(NETHER (1,576千米＄)     UIF(NETHER (1,830千米＄)    UIF(NETHER (1,770千米＄)   

    LANDS)B.V. 172百万円       LANDS)B.V. 202百万円      LANDS)B.V. 186百万円   

  ㈱足利モール 115百万円     ㈱足利モール 5百万円    ㈱足利モール 60百万円   

  ㈱センダント 
0百万円

    計 1,845百万円    ㈱ラフォックス 0百万円   

    ジャパン   上記は、銀行借入に係る保証債務であ   計 1,910百万円   

  ㈱ラフォックス 0百万円   る。 上記は、銀行借入等に係る保証債務で 

  計 1,976百万円    ある。 

上記は、銀行借入等に係る保証債務で     

ある。     

      

※4 ※4 当中間会計期間末日が銀行休業日 ※4 当会計年度末日が銀行休業日のた 

      のため、支払いが翌々日となった下記 め、支払いが翌日となった下記の金額 

      の金額が以下の科目に含まれている。 が以下の科目に含まれている。 

      

    買掛金     13,512百万円   買掛金     15,603百万円 

      

      

      



（中間損益計算書関係） 

次へ 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

  至 平成16年8月20日）   至 平成17年8月20日）   至 平成17年2月20日） 

※1 売上仕入（いわゆる消化仕入）契約 ※1 売上仕入（いわゆる消化仕入）契約 ※1 売上仕入（いわゆる消化仕入）契約 

に基づき販売した商品に係るものを に基づき販売した商品に係るものを に基づき販売した商品に係るものを

次のとおり含めて表示している。 次のとおり含めて表示している。 次のとおり含めて表示している。 

  売上高 35,960百万円     売上高 37,921百万円     売上高 75,172百万円   

  売上原価 32,270百万円     売上原価 33,937百万円     売上原価 67,530百万円   

  売上総利益 3,690百万円     売上総利益 3,983百万円     売上総利益 7,641百万円   

      

※2 売上高には商品供給高２１１百万 ※2 売上高には商品供給高２１６百万 ※2 売上高には商品供給高４９１百万 

円を含めて表示している。 円を含めて表示している。 円を含めて表示している。 

      

※3 減価償却実施額 ※3 減価償却実施額 ※3 減価償却実施額 

  有形固定資産 7,648百万円     有形固定資産 7,492百万円     有形固定資産 16,196百万円   

  無形固定資産 189百万円     無形固定資産 184百万円     無形固定資産 383百万円   

      

※4 営業外収益のうち主なもの ※4 営業外収益のうち主なもの ※4 営業外収益のうち主なもの 

  受取配当金 1,634百万円     受取配当金 1,415百万円     受取利息 266百万円   

  受取利息 139百万円     受取利息 133百万円     

      

※5 営業外費用のうち主なもの ※5 営業外費用のうち主なもの ※5 営業外費用のうち主なもの 

  支払利息 1,322百万円     支払利息 1,277百万円     支払利息 2,671百万円   

      

※6 特別損失のうち主なもの ※6 特別損失のうち主なもの ※6 特別損失のうち主なもの 

固定資産処分損 固定資産処分損 固定資産処分損 

  建物 602百万円     建物 227百万円     建物 1,905百万円   

  その他固定資産 326百万円     その他固定資産 173百万円     その他固定資産 704百万円   

  上記資産の撤去費用 360百万円     上記資産の撤去費用 496百万円     上記資産の撤去費用 641百万円   

  計 1,289百万円     計 897百万円     計 3,251百万円   

                

       減損損失 21,657百万円        

       関係会社事業損失 
4,000百万円

       

       引当金繰入額        
      
      
       減損損失       
       当中間会計期間において、当社は以下       
  の資産グループについて減損損失を21,   
  657百万円計上している。   
  （単位：百万円）   
    用途 種類 場所 金額     
    店舗 土地及 愛知県

20,018

    
    （総 び建物 22店舗     
    合小 等 岐阜県     
    業）     5店舗     
        その他     
        23店舗     
    遊休 土地 愛知県他

1,638
    

    資産   8物件     
    合  計 21,657     
                
   当社は、キャッシュフローを生み出す   
  最小単位として、店舗を1グループとし   
  たグルーピングを行っている。   
      



（中間損益計算書関係） 

  

（リース取引関係） 

  

 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

  至 平成16年8月20日）   至 平成17年8月20日）   至 平成17年2月20日） 

  遊休資産についても個々の資産単位を１   
  グループとしている。店舗及び遊休資産   
  のそれぞれについて減損損失を認識して   
  いる。   
   収益性が著しく低下した資産グループ   
  について、固定資産及び長期前払費用の   
  帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当   
  該減少額を次のとおり特別損失に計上し   
  ている。   
  （単位：百万円）   
      店舗 その他 合計     
    建物 

12,231 330 12,562
    

    及び     
    構築物      
    土地 3,775 1,307 5,083     
    その他 4,011 － 4,011     
    合計 20,018 1,638 21,657     
      
   回収可能価額が正味売却価額の場合に   
  は、不動産鑑定評価額に基づき評価して   
  いる。また、回収可能価額が使用価値の   
  場合は、将来キャッシュフローを5％で   
  割引いて算定している。   
      
      
      

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

  至 平成16年8月20日）   至 平成17年8月20日）   至 平成17年2月20日） 

1.オペレーティング・リース取引 1.オペレーティング・リース取引 1.オペレーティング・リース取引 
未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

  1年内 13,659百万円     1年内 13,611百万円     1年内 12,829百万円   

  1年超 126,887百万円     1年超 125,958百万円     1年超 116,077百万円   

  合計 140,547百万円     合計 139,570百万円     合計 128,907百万円   

      



  

 （重要な後発事象） 

（有価証券関係） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

1 前中間会計期間末（平成16年8月20日）   

    中間貸借対照表計上額 時価 差額   

  （1）子会社株式 ２４，８６６百万円 １５０，７３７百万円 １２５，８７０百万円   

  （2）関連会社株式 ４，１０５百万円 ５，０３３百万円 ９２７百万円   

    計 ２８，９７２百万円 １５５，７７０百万円 １２６，７９８百万円   

  

  

2 当中間会計期間末（平成17年8月20日）   

    中間貸借対照表計上額 時価 差額   

  （1）子会社株式 ２４，８６６百万円 １４２，７２０百万円 １１７，８５３百万円   

  （2）関連会社株式 ４，１０５百万円 ４，９３８百万円 ８３２百万円   

    計 ２８，９７２百万円 １４７，６５８百万円 １１８,６８６百万円   

  

  

3 前事業年度末（平成17年2月20日）   

    貸借対照表計上額 時価 差額   

  （1）子会社株式 ２４，８６６百万円 １３８，０３０百万円 １１３，１６４百万円   

  （2）関連会社株式 ４，１０５百万円 ５，０６５百万円 ９５９百万円   

    計 ２８，９７２百万円 １４３，０９５百万円 １１４，１２３百万円   

  

  

  

  

  

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自 平成16年2月21日 （自 平成17年2月21日 （自 平成16年2月21日 

  至 平成16年8月20日）   至 平成17年8月20日）   至 平成17年2月20日） 

  １．当社の子会社である青木ヶ原高原開   

      発株式会社が、平成１７年９月１日、名       

      古屋地方裁判所へ民事再生法の適用申請       

  を行った。平成１７年９月１５日名古屋   

  地方裁判所により開始決定がなされたが   

  、再生計画の認可等はまだ行われてい   

  ない。   

      

      

      



（2）【その他】 

（中間配当） 

平成１７年１０月１３日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

（1）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・１，７００百万円 

（2）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・９円 

（3）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成１７年１１月１日 

（注）１．平成１７年８月２０日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払を行う。 

  

（当中間期末日後の状況） 

特記事項なし。 

  

（訴訟） 

特記事項なし。 

  

  

  

  

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 

  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

（１）有価証券報告書 
（ 

事業年度 自平成１６年２月２１日 
） 

平成１７年５月１７日 

及びその添付書類 (第３４期) 至平成１７年２月２０日 関東財務局長に提出 

    

        

        

        

    

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項なし。 

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１１月８日

ユ ニ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているユニー株式会社の平

成１６年２月２１日から平成１７年２月２０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年２月２１日から平成１６年８月

２０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ユニー株式会社及び連結子会社の平成１６年８月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

６年２月２１日から平成１６年８月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 田 島 和 憲 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 山 田   順 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 井 上 嗣 平 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月４日

ユ ニ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているユニー株式会社の平

成17年２月21日から平成18年２月20日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年２月21日から平成17年８月20日まで）に係

る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ユニー株式会社及び連結子会社の平成17年８月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年２

月21日から平成17年８月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間より固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 ２．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４（１）に記載されているとおり、連結子会社一社は一部の商品の評価

基準及び評価方法を、個別法による原価法あるいは売価還元法による原価法から個別法による低価法に変更している。 

 ３．重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社である青木が原高原開発株式会社が平成17年９月１日、民事再生法の適

用申請を行った。 

 ４．重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社である株式会社さが美は平成17年10月13日株式会社すぎのきから営業を

譲り受けることについて基本合意した。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 島 和 憲 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 田   順 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 上 嗣 平 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１１月８日

ユ ニ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているユニー株式会社の平

成１６年２月２１日から平成１７年２月２０日までの第３４期事業年度の中間会計期間（平成１６年２月２１日から平成１６年８月

２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ユニー

株式会社の平成１６年８月２０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年２月２１日から平成１６年８

月２０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 田 島 和 憲 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 山 田   順 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 井 上 嗣 平 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月４日

ユ ニ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているユニー株式会社の平

成17年２月21日から平成18年２月20日までの第35期事業年度の中間会計期間（平成17年２月21日から平成17年８月20日まで）に係る

中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ユニー

株式会社の平成17年８月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年２月21日から平成17年８月20日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １．中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間より固定資産の減損に係

る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、子会社である青木が原高原開発株式会社が平成17年９月１日、民事再生法の適用申

請を行った。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 島 和 憲 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 田   順 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 上 嗣 平 
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